
F
「υ

F吋υ

予防原則の規範的意義
堀口健夫本

Summary 

In the Principle 15 of the 'Rio Declaration' (1992) ,precautionary principle was expressed as 

one of the basic principles of international environmental order. In order to reconsider the 

nonnative meaning of the principle, this article examines the discontinuity between today's 

environmental legal order on which the precautionary principle is based, and the theory of 

traditional general international law related to environmental issues, namely 'international law 

of transfrontier pollution', which is characterized by a general duty deriv巴d from territorial 

principles and state responsibility. 

Authors' understanding about legal status of the precautionary principle is divided into two 

extremes. On the one hand, the normative character of the precautionary principle is totally 

denied because of elusiveness of its content. On the oth巴r hand, most authors who recogniz巴 its

normative character tend to hold it mainly as a part of general international law. But both 

views obscure proper understanding of the normative meaning of the pr巴cautionary principle. 

Moreover, the tension between these opposite views make it quite unclear what states are obliged 

to do by environmental norms. 

Indeed, the authors who hold it as general international law respond to the opposite view by 

characterizing it as 'principle', not 'rule'. But this is not sufficient as a response, since the 

elusiveness of the principl巴， which is the main reason for the negative view on its normative 

character, is fundamentally related to the conflict between environmental interest and 

developmental interest. In other words, it is concerned with the basic featur巴 of the international 

value named 'environmental protection', which is the foundation of the environmental legal 

order. 

The authors, however, avoid considering this problem by arguing that the precaut10nary 

principle is based on the established general international law, although it was originally 

unrelated to this newly recognized international value. In this way, they try to show the firm 

basis of the principle and stress precautionary character of today's international law, which in 

itself may be desirable for the environmental protection. But such a view does not contribute to 

a clear巴r understanding of the normative character of the precautionary principle, and thus it 

could l巴ad to a thorough pessimism about international environmental law instead. To identify 

the reality and limits of the environmental legal order, we must examine critically this 
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continuity with the traditional international legal order that many authors advocate. 

A clearer examination of the authors' views about th巴 precautionary principle in Chapter 2 will 

reveal that the above-mention巴d popular view, which stresses its continuity with the traditional 

international legal order, is not based on sufficient theoretical examination. In Chapter 3, it is 

argued that the confusion of understanding about the relation b巴tween the traditional legal 

order and the new environmental order originates from the Principle 21 of the 'Stockholm 

Declaration' (1972), which is often referred to as the basis of the precautionary principle with out 

further explanation as if it were self-evid巴nt.

In Chapter 4, this author analyzes the theory of the traditional legal order, namely 

'international law of transfrontier pollution', by examining theories on international river 

pollution , which was almost the only environmental field in which theories and practices about 

international pollution accumulated before the Stockholm Conference(l972) .The Trail Smelter 

Case(l941) is also reexamined, which was the only case of international pollution and an 

important precedent for 'international law of transfrontier pollution' The analysis shows that 

this theory of traditional legal order provides little firm basis for the new environmental order. 

Finally, Chapter 5 shows that the basic structure of today ‘s environmental ord巴r is characterized 

by regulatory systems established by each treaty regime. This was also a main feature of the 

previous international order for river pollution. But, the regu lat ory ‘approach' of the former is 

quite different from the latter ‘s .In contrast to the orders regulating river pollution, in which 

‘balance of interest approach' has been overwh巴lming , 'preventive approach' is now recognized 

as a legitimate guid巴 for environmental regulations . This difference about legitimate regulatory 

‘approaches' ref!巴cts the difference of underlying views on environment, namely 'economic 

utilitarian view' (resource conservation) and 'ecosystem preservationist view‘（巴nvironm巴ntal

protection). Unlike the order for 'resource conservation', obligations for 'environmental 

protection' are based on the international value not inherent in their economic rights. This is 

why the normative character of the environmental substantial norms of general international 

law is often called into question. 

In conclusion, it is inappropriate to understand the precautionary principle on th巴 basis of the 

traditional gen巴ral international law. The Principle 15 of the 'Rio Declaration' does not declar巴

a general legal norm that would per se directly restricts states' developmental actions , but 

rather 巴xpresses one of regulatory 'approaches' , which is being legitimized in accordance with 

wider recognition of th巴 international value named 'environmental prot ection ‘ (ecosystem 

pres巴rvation). The 'precautionary approach ‘ does not function in an abstract manner, but does 

so in each regulatory system which recognizes it as a basic principle in treaty, and in this way 

guides development of environmental norms. This is the normative meaning of the precautionary 

principle in today ‘S international environmental order. 
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序問題の所在

今日の国際環境法秩序を語るうえで、「予防原

則 precautionary principle」への言及を避けるこ

とはできな L 、。近年の多くの環境条約 ・国際文書

がこの原則を規定しており、国際裁判の場におい

ても請求の基礎として言及されるようになってい

る l。 とりわけ「環境と開発に関するリオ宣言（以

下リオ宣言）」 (1992 年採択）第 15 原則は、予防

原則の規定の典型例としてしばしば引用される。

「環境を保護するため、予防的アプローチは各

国によりその能力に応じて広く適用されなければ

ならなし、。深刻な、あるいは回復不可能な損害の

おそれがある場合には、完全な科学的確実性

(scientific uncertainty）の欠如が、環境悪化を

防止するための費用対効果の大きな対策を延期す

る理由として用いられではな らな い」

予防原則の一般的内容は、この「リオ宣言」 第

15 原則に定式化されているといってよいだろう。

だがこの予防原則の規範的地位をめ ぐって、論

者の評価はし、わば、二極化の様相を呈している。す

なわち一方では、予防原則の内容や意義に関して

は不明確な部分が多いことを理由に、そもそも法

規範としての性格が認められないとする否定的理

解が当初から示されてきたら他方、実定法として

の予防原則を認める議論においても、もはやそれ

が各環境条約上の原則であるにとどまらず、国際

慣習法の規範として確立した点がもっぱら強調さ

れてきたのである30

このように二極化した学説の現状は、予防原則

の規範的意義に対する理解のあり方を限定してき

たといわざるをえなし、。すなわち前者のような否

定的理解は、今日の国際環境法秩序の発展におけ

る「予防」概念の意義を等閑に付してしまう。他

方後者の議論においては、 予防原則の立脚する環

境法秩序が、自明のごとく 一般国際法秩序にひき

つけて理解されてしまっているのである。そして

より根本的な問題は、両立場の対立を解消する試

みが十分でないために、 一体いかなる行動が環境

法規範として国家に要求されているのかという点

が、きわめて不明瞭になってしまっているという

点である。

もっとも予防原則の国際協習法化を主張する論

者達も、予防原則に少なか らず不明｛確な部分があ

る こと 自体は認識している。そしてこの点を恨拠

にその規範性を否定する議論に対しては、 「ヰg ［~IJ

rule」と「原則 principle」との違いを指摘するこ

とで応えてきたのであった4。つまり一定の不明惟

さが伴うことは、「原則」である以上不可避的で

あるというわけである。だがこうした議論によっ

て上のような評価の対立が解消したわけではない。

予防原則をとりまく不明昨性の問題は、そもそも

その基礎にある「環境保護」という国際的価値の

問題に連なるものと考えられるからである。

この点を示唆するのが Hand！の見解である'o

Hand！によれば、予防原則の基礎においては経済

志向の理念と環境志向の理念、が混在しており、こ

のことがその理解を困難としている一因であると

いう。つまり予防原則をめぐる不明確性の問題は、

その基礎にある「環境」の利益と「開発」の利益

との閣の相克関係に起因しており、そこに規範性

の限界が認められることを示唆しているのである見

このように Hand！ の指摘は、単純に「原則J と

性格づけることで議論する意味を失うような不明

確性を問題としていたわけではなく、国際環境法

秩序の存立基盤の脆弱性という根本的な問題を提

起するものであったのである。だが実定法として

の予防原則を論ずる従来の学説においては、 「環

境」の利益と「開発」の利益の関係という問題に

対してあまりに無頓着なまま に「リオ宣言」 第 15

原則の意義が強調され、 予防原則が国際慣習法上

の規範として確立した点がもっぱら主張されてき

たのである。このような議論は、かえって環境法

秩序の発展に対する空虚な幻想をもたらす危険性

カ三あるといわざるをえない。

だがこうした危険性は、伝統的な一般国際法秩

序の延長上に予防原則を位置づけることで、いわ

ば隠蔽されてきたのである。ここでいう伝統的な

一般国際法秩序の性格については第 4章で詳しく

検討するが、今日では「越境汚染の国際法J とし

て理論化されている。その特質は、領域性原理に

由来する一般的義務の設定とその違反に対する国

家責任法の適用によって、国際汚染問題に対処す
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る点にあり、それは 1941 年のトレイル溶鉱i'"f「仲裁

判決（以下トレイル判決）で示されたいわゆるト

レイル原則にまでさかのぼる。すなわち、

「ばい煙による損害が深刻！な結果をともない、

また当該損害が明白かっ確信的な証拠により立証

される場合には、いかなる国も他国領土において、

或いは他国の領土に対して、また或いは他国内の

財産もしくは人身に対して、ばい煙により損害を

生ぜしめるような方法で自国の領土を使用 し、ま

たはその使用を許容する権利を有しない」

そしてさらにこの原則は、 「ストックホルム人

間環境宣言 （以下ス ト ックホルム宣言） 」 第 21 原

則後段によって明確にされたと考えられている。

「各国はまた、自国の管轄権内または管理下の

活動が他国の環境または自国の管轄権の範囲を越

えた地域の環境に損害を与えないよう確保する責

任を負う」

この第 21 原則は、「重大損害禁止原則 no

substantial harm principle」、或いは「防止原則

preventive principle」などと呼はれるが、従来

の通説的理解によれば予防原則もこの第 2 1 原則の

延長上に位置っけられている。つまり、「トレイ

ル原則→第 21 原則（防止原則）→予防原則」とい

うように連続的に把握される。こうした理解によ

り、予防原則はけっ してラディカルな原則ではな

く、既存の雌立した原則に基盤を有することが示

されてきたのである。

しかし後に詳しく述べるように、実はこのよう

な理解は十分な理論的検討を経て確立したものと

は言い難し、。特に「ス卜 y クホルム宣言」第 2 1 原

則においては「環境」の利益がはじめて承認され

たわけだが、このことが国際法秩序の発展に与え

たインパクトについては必ずしも明確に整理され

ていなし、。つまり、同宣言を採択したストックホ

ルム人間環境会議（以下ストックホルム会議）以

前の伝統的な法秩序と、同会議を契機として発展

してきた新たな環境の法秩序との関係が十分に検

討されないままに、両者は単純に連続的に把握さ

れてきたのである。こうして「領域」に基礎をお

く伝統的なトレイル原則が、「環境」に基礎をお

く予防原則の存立基盤であるとして、自明の如く

語られているのである。

このようにして環境法規範を基礎で支えている

「環境保護」という価値に対する視点が失われ、

ス卜 y クホ／レム会議の意義を明確に整理すること

のないまま、 一般国際法と しての予防原則の確立

を主張する議論へと連なるのである。だがこのよ

うな議論は常にその規範性に対する疑念にさらさ

れることになり、かえってひたすらに環境法規範

の無力さを嘆くような悲観論を招くことになりか

ねなし、。国際環境法秩序の現実と限界を見極める

ためには、むしろ上記のような連続的理解の再検

討こそが求められているのではないだろうか。

以上のような問題意識に基づき、本稿ではトレ

イル原則と予防原則との連続性の問題を批判的に

検討していくことを通じて、予防原則が立脚する

国際環境法秩序の基本構造を明らかにしていき、

従来の二極化した学説を脱却した予防原則の規範

的意義の提示を試みるこ とを目的としている。第

2章においては、 予防原則をめぐる学説の理解を

まず整理しながら、上のような連続的な理解が必

ずしも確固としたものではないことを明らかにす

る。第 3章では、伝統的な法と新たな環境の法に

関する理解の混在が、「ストックホルム宣言」第

21 原則にさかのぼることを示す。そこ で第 4章で

は、そうした伝統的な法たる「越境汚染の国際法」

の理論に分析の焦点をあて、はたしてそれが今日

の環境法秩序の基盤を提供するものであったかど

うかを吟味していく。そのうえで第 5 章では、今

日の国際環境法秩序の基本構造を示し、その基礎

にある環境理念と国際法規範の発展の方向性との

関係を考察してし、く。

以上の検討により、越境汚染の国家責任を基礎

つ、ける伝統的なトレイル原則と 、 予防原則とを連

続的に把握することは適切な理解ではないことが

示されるであろう。「リオ宣言」第 15 原則は、そ

れ自体国家行動を直接的に拘束するような一般国

際法規範を表明するものではなく、「環境保護」

の国際的価値の承認を背景にその正当性が認めら

れつつある汚染問題への一つの「アプロ ー チ」を

表明したものである。つまりそれ自体は継続的な

規律の指針にとどまるのであって、それを基本原

理として実定化する各環境条約体制において機能

し、そうして具体的な環境規範の発展を方向づけ
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ていくという点に意義があるものと考えられるの

である。

それでは検討をすすめていくこととしよう。

第 2章 予防原則に関する学説の
検討

国際環境法における予防原則の研究は、 1990 年

にヨーロ ッパの北海汚染規制を特集した書物に掲

載された Gundling の論文を端緒とする7。その後

1992 年のリオ会議を経て、予防原則を主題とした

論文や書物の数は増 したが、そもそも国家実行や

法的実践の歴史自体まだ浅いこともあって、その

内容や性格に関しては依然として不明確な点が少

なくない80 学説の蓄積はまだ十分とはいえないが、

本章では前述した ト レイル原則、「ストックホル

ム宣言」第 21 原則（防止原則）と予防原則との連

続性の問題に焦点をあてながら、予防原則に関す

る理解の整理を試み、それぞれの評価を示 してい

きたい90

第 1 節防止義務説

多数説は予防原則を従来の防止原則の厳絡化と

してとらえている。ここで理解されている防止原

則とは、科学的に特定された因果関係 ・ 予見可能

性・相当の注意義務といった要素からなる環境損

害防止義務であり、前述のように 「ストックホル

ム宣言」第 21 原則がその典型的な規定例とされて

いる九 この原則の出発点はトレイル原則に求め

られるのが一般的である。そしてここでは、その

違反に対して国家責任法を適用することで、 法の

体系性の完結が想定されている。

多数説はこの防止原則と予防原則との質的な連

続性を指摘する。より具体的には、 予見可能で科

学的に証明された危険の回避を求めるのが防止原

則であるのに対して、予防原則は危険の存在が科

学的に十分に基礎付けられてなくてもその回避を

要求する原則であると理解し 、 事前行動の対象と

なる危険の基準（threshold）が緩和されたにす

ぎないとする＂o

こうした理解の典型と して、例えば Gundling

は、予防を「防止的環境政策（preventive 

environmental policy）のより厳格な形式」 と位

置付け、「危険がいまだ確然的（certain）ではな

く蓋然的（probab l e）な段階あるいはそれ以下の

段階にすさなくても行動が要求される」とする九

またその他の多くの論者が、危険の重大牲が大き

なものであればそれだけ活動と損害との聞の因果

関係を証明する負担は軽減される、或いは求めら

れる注意義務が厳格化する、といった観点か ら 、

防止原則と予防原則の連続性を指摘している九

こうして防止と予防の差異に関しては、「予防原

則とは防止原則を科学的不確実性の状況に拡張し

たものである」とか、「科学的確実性の状況での

事前防止行動は「防止」であり、科学的不機実性

の状況でのそれは「予防」である」といった様に

表現されるのである。

学説上この防止原則は、国際慣習法の原則であ

るとする理解が一般的である。つまり防止義務説

の特質は、従前の確立した一般国際法上の原則

（トレイル原則・防止原則）に予防原則の存立基躍

を求める点にある。

だがこのような防止義務説の理解は、十分な理

論的検討を経て確立したものとは言い葉!E L 、。防止

義務の厳絡化という理解は前に引用した

Gundling の理解を端緒とするが、彼は理解の一

つの可能性としてそれを提唱したにすぎないので

あり、むしろ予防概念がかなり不明瞭であること

を前提として議論を展開していたのである九

さらに防止義務説のこうした理解は、 予防原則

の一般拘束性を希求する論者の実践的態度としば

しば強く結びついている。炉ljえばその国際慣習法

化を主張する代表的な論者である Cameron と

Abouchar は、各条約規定の多様な文言を比較し、

それらの中か ら国際慣習法としての予防原則の 11:i

核要素をとりだすという議論を展開する～その

結果、深刻な危険、科学的不確実’性、 事前防止と

いった要素が予防原則の核心とされるわけだが、

その後自明の如く、 予防原則は科学的不確実性の

状況に防止原則を拡張したものであると断じてい

る。やはりその凶際協腎法化を論ずる日ohmann

の議論においても MJ'i蒋なのだが、これらの議論に

おいては綿密に予防原則の意義を理論的に分析す

るという意識は希薄であり、むしろ事前防止行動
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が環境問題への対処になによりも不可欠であると

の実践的関心に強く動機付けられてい る九 そし
て予防の実践が発展途上にある現状においては、

確立した原則として理解されている防止原則の延

長上に予防原則を位置づけることが、そ の主張に

少なからぬ説得力を与えることになるわけである。

以上のよ うに、トレイル原則と予防原則とを連

続的に位置づける多数説の理解は、今日自明視さ

れているほど雌固とした理論的検討に基づくもの

ではなし、。特に「ス ト ック ホルム宣言」 第 21 原則

は予防原則の基盤として言及される ことが多いが、

そもそも第 21 原則それ自体に対する分析が不十分

であるところに根本的な問題がある。この点は第

3章でより検討をすすめてし、く 。

第 2節立証責任転換説

以上のような理解とはやや異質な議論として、

予防原則は立証責任の転換を要求するという理解

がしばしば示されることがある。もっ ともここで

いう立証責任とは、環境損害の賠償や環境義務違

反の追及における立証責任とは次元を異にしてい

る。従来の繍境規制においては防止行動を主張す

る国家が活動の有害』性を事前に証明しなければな

らなかったのに対 して、 予防原則のもとでは逆に

活動国がその無害性を事前に証明 し、 防止措置の

必要がないことを関連固に示さねばならないとさ

れるのである。

当初は環境NGO グリンピー スの見解のように 、

こ の無害性の事前証明こそが予防原則の本質であ

るとする理解も見られたが17、このような見解は

ほとんど支持を得られていない。 だがこのよ うな

無筈証明を、少なくとも予防原則の適用の 一形態

とみなす見解は多 L 、。 こうして例えば、 予防原則

は「その妓も弱L、形式においては従前の防止原則

に接近し 、 その最も強い形式においては立証責任

の転換を蛭求する」 とい っ た埋解が示されている。

このよ うな見解は、 若干の条約実践を線拠として

いる九また最近では 1995 年の匡｜際司法裁判所核

実験事件において、ニュー ジー ラン ド が予防原則

を根拠lの一つに挙げて立証責任の転換を主張 し、

環境影響評価手続を実施して核実験による汚染が

発生 しないことを事前に立証しなければ、 自国等

の権利侵害に該当するとした例がある九

だがわずかな条約体制下の実践例を別として、

かかる内容の一般原則は国際法上存在 し ないとい

うのが一般的な理解である。上記のニュージーラ

ンドによる申し立てに関しでも、 多数意見は直接

に扱うことはなかった。このような手続は、自国

における活動の着手の条件として、関連国の事前

同意を要求する手続とも理解できるが、そうした

要求の一般性は 1957年のラヌ ー湖仲裁事件判決に

おいても否定されている200

いずれにせよ、このような内容はトレイル原則

との連続性においては理解しえない も のであるこ

とがわかるであろう。基本的にはトレイル原則と

連続的な理解を示しながらも、こ のように厳格で

新たな効果が議論されていることを根拠に、予防

原則の規範としての不明確性を強調する論者がみ

られるのもこのためである 210

第 3節 予防制度説

さらに防止義務説とは対照的に、 トレイル原則

と予防原則との聞の連続的な理解を積極的に批判

する議論もみられる。わが国の兼原は、 地球環境

条約体制における新たな法理としての機能に着目

することで、予防原則の固有の意義を論じてい

る目。兼原によれば、 今日の地球環境条約体制は

国家責任法の適用を「本来的に」 想定 していない

とい う九なぜなら、そこで決定され る排出基準

の違反、 すなわち違法行為と、因果関係のう えで

損害が結びつかないためである。 これ らの条約体

制においては、予防が行われることそれ自体が法

益として確立 しており、科学的不確実性を考慮、 し

て決定される予防基準の設定と、その実施・遵守

という継続的なプロセスによって「予防の法益」

が実現されるとする九

以上のような議論からもわかるように 、 多数説

たる防止義務説があくまで従前の一般国際法秩序

の延長上に予防原則を位置づけて理解するのに対

して、 予防制度説は地球環境条約体制において出

現しつつある国際環境法特有の秩序に着目するも

のであると い う こと ができる九

もっとも国際環境法特有の秩序とい うことにな

ると、従来から環境損害の防止を目的とした環境
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条約体制は創出されていた。すなわち環境損害に

関する事後救済の法が実質的に機能する内実を欠

いていた状況において、環境損害の事前防止を目

的とした様々な条約体制が形成されてきたことが、

国際環境法秩序の発展の重要な特質であったよう

に思われる。たしかにこれらの条約体制に関して

は、「本来的に」国家責任法の適用が怨定されて

いないとはいえないかもしれなし、。だがこれらの

環境条約体制が立脚する防止原則にしても、それ

を単純にトレイル原則と連続的に理解できるのか

という点については少なくとも検討を要する。 こ

の点は次章以降で詳しく分析していきたいと思う。

いずれにせよたしかなことは、防止義務説の理

解は必ずしも自明視されているわけではなく、環

境条約体制における規律という場面においてこそ

予防原則の固有の意義が語りうることが示されて

いるという点である。つまりは、伝統的な一般国

際法秩序を理解の当然の前提とすることなく、国

際環境法秩序の特質を慎重に分析していくことの

重要性が示されているのである。

第4節環境容量アプローチ否定説

もっとも、このような国際環境法秩序の特質へ

の視点の必要性は、実は防止義務説を唱える論者

も意識はしていたのかもしれなし、。 なぜなら防止

義務説の論者も含めて、汚染防止条約体制の伝統

的な規律原理である「環境容量アプ ロ ー チ

assimilative capacity approach; environmental 

capacity approach」の否定という要素に言及す

ることが非常に多いからであるへ この環境容量

アプローチとは、特に海洋汚染分野において発展

した規律原理であり、その本質は the solution to 

pollution is dilution （汚染の解決は希釈する こ

と）と評されている。つまり環境容量アプ ロ ー チ

の特色は、こうした浄化能力 （環境容量） の存在

を前提に汚染物質排出の権利を認めたうえで、そ

うした排出活動を科学的に管理し各国の権利を調

整することを目的とする点にある九 そして予防

原則の意義は、 こう し た環境容量アプロ ー チの否

定にあるというのであるへ

ここで重要な点は、 一般国際法上の規範である

防止原則ではなく 、 環境条約体市ir下の一つの規律

原理にすぎない環境容量アプローチにわざわざ言

及しているという点である。なぜならこのような

指摘は、予防原則もまた環境条約体制においてこ

そ機能する規律原理として語られる契機をもたら

すものだからである九

さらにいえば、 予防lぶ員IJを環境容量アプローチ

の否定として捉える議論は、そうした規律原理の

転換の基礎にある環境理念への視点ももたらす。

環境容量アプローチが海洋環境をいわば道具的な

「資源」としてと らえているのに対して30、 予防原

則の提H自はそのような海洋環境観の変化を反映す

るものと理解できるからである九つまりこうし

た議論には、 「環境保護」という国際的価値の性

格が国際法秩序の発展に与えるインパク トについ

て語られる契機が認められるのである。

だが前にも述べたように、 伝統的な法秩序と新

たな環境法秩序との関係の整理が不十分であるた

めに、防止義務説の論者はこれらの契機を十分 自

覚し、その議論を深めることはなかったのである。

第5節小活

以上検討 してきたように、「トレイル原則→

「ストックホルム宣言」第 21 原則（防止原則）→予

防原則」と い う連続的な理解は確固とした理論的

検討に基礎づけられたものではない。ま た立証責

任の転換のように、そうした理解では把握しきれ

ない効果も議論されている。 さらには、こうした

連続的な出解を積極的に批判する議論もみられる

（予防制度説）。そして防止義務説の論者にしても、

国際環境法秩序の独自性に着目する契機は提供し

ていた。

防止義務説の問題点は、伝統的な法秩序と新た

な環境法秩序と の関係を十分に検討することなく、

両者を連続的に把燥してきた点にある 。 この新た

な環境法秩序の山発点は、 1972 年の 「ス ト ックホ

ルム人間環境宣言」における理念 ・ 原則の表明に

あったと一般的に考えられている。次章ではこの

点をまず1確認したうえで、理解の混迷は同宣言t'f~

2 1 原則の芹Hlfi にさかのぼることを示していきたい

と思う 。
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第 3章 ストックホルム人間環境
会議

第 1 節国際環境法の誕生

「国際環境法」という語が学説や外交文書にお

いて登場するようになるのは、スト ック ホルム会

議が開催された 70年代前半のことであり 、 今日 に

おいても同会議が国際環境法の出発点、 或いは重

要な転換点であると理解されている。 同会議で採

択された「ス トックホルム宣言」は、「人間環境

の保存 preservation と向上について、世界の人民

を励まし導くための共通の見解と原則が必要であ

る」との認識に基つ．き、環境保護の理念や諸原則

を明らかにしている。 こうした理念 ・原則こそが、

国際環境法という新たな国際法秩序の形成を促し

てきたと理解されているわけである。

もっともス ト ァク ホルム会議以前の時期におい

て、国際法が環境問題と無縁であったと考えられ

ているわけではない。条約実践上も、 国際河川管

埋 ・ 海洋油汚染 ・ 自然保護などの分野につき一定

の国際規制の取り組みはみ られた。国際環境法史

が論じられる場合も、例えば 18 世紀末の河川保護

条約に言及したり 32、 1902 年の「農業に有識な鳥

類の保護に関する条約」 等が挙げられている。ま

た関際環境法を主題とする初期の論文を見ても、

国家責任法、 国家主権原則とい った従前の伝統的

法秩序との関わりが従来から議論されていた目。

とりわけ 194 1 年のトレイル判決は重要な位置づけ

を与えられており、トレイル原則こそが環境分野

の間際法の出発点であるとしばしば指摘される。

だがこれ らの条約実践や伝統的国際法は、従来

から「悶際環境法」 として体系的に理解されて い

たわけではなく 、 60 年代後半から 70 年代前半に

かけて潔境問題への国際的関心が高まっ たのを契

機として、いわは、先駆的な国際法規範として再認

識 ・ 再検討されるようになったとい うのが正確な

沼地平であろう。例えばトレイ ル判決についても 、

判決後 20 年以上経過した 60 年代にな ってよ うや

く論文の主題として扱われている九つまり、環

境保議と いう新たな国際的課題に直面するなかで、

既存の法に秩序の手がかりを求めていったのであ

る。

だが他方においては、伝統的国際法の限界も早

くから論じられていた。典型的な議論は、既存の

法秩序は「自由放任」の体系である とい った批判

である目。 こうした既存の法の限界に対する認識

もまた、スト ック ホルム会議が開催された背景で

あったことは間違いない九

このように環境保護をめぐる国際法秩序をさぐ

る試みは、その手がかりを既存の法に求めるとい

う方向と、新たな法秩序の形成を提唱していくと

いう方向の 2 つの道筋を示していた。ここで問題

は、こうした 2つの要素の関係がいかに整理され

てきたかという点である。 ところがこの問題は、

当初か ら判然としていたわけではなかった。この

点は、「ストックホルム宣言」第 21 原則をめぐる

学説の議論において特に顕著にうかがうこ と がで

きる。以下検討していくこととしよう 。

第2節 「ストックホルム人間環境宣言」
第 2 1 原則

「スト ック ホルム宣言」は前文と 26 の諸原則か

ら成るが、 そのほとんどは法的な形式を備えた文

言を伴わない規定である。 しかしそのなかで も比

較的そうした形式を備え、学説上最も重要な原則

と理解されているのが第 21 原則である。それは以

下のよ うな規定である。

「各国は、 匡｜連憲章及び国際法の原則に従い、

自国の資源をその環境政策に基づいて開発する主

権を有する。各国はまた、自国の管轄権内または

管理下の活動が他国の環境ま たは自国の管轄権の

範囲を越えた地域の環境に損害を与えないよう確

保する責任を負う。」

前にも述べたように、同宣言自体は法的拘束力

のない文書である。 しかしその後数多くの環境条

約や国際決議において繰り返し引用されへ現在

では国際慣習法としての理解が有力である九実

体規範の発展が十分でないと評価されることの多

い国際環境法分野において、こ の第 21 原則に定式

化された規範は、その確立が認められた｜唯ーのも

のであるとすらいえる。国際司法裁判所も 1996 年

の核兵器使用の合法性に関する勧告的意見におい
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て、「自国の管轄 ・ 管理のもとにある活動が、他

国或いは国家の管理の及ばない地域の環境を尊重

するよう確保する国家の一般的義務の存在は、今

や環境保護に関する国際法の一部である」（パラ

29）として、その内容が法原則として確立してい

ることを基本的に認めているヘ

しかしこの第 21 原則の意義に関しては、既存の

法の確認という側面と、環境に関する新たな法秩

序の形成を志向する側面とが混然、として把握され

ており、このことが第 21 原則の意義の理解を少な

からず複雑にしている。

まず既存の法の確認という｛l[IJ面に着目してみる

と、たしかに第 21 原則はトレイル原則と連続的に

捉えられ、いわゆる領域使用の管理責任を規定す

るものと理解されることが多い九つまりは、領

域一般の保護に関わる国際法規則に第 21 原則の起

源や本質を見出す議論である。こうした領域原理

に基礎付けられた国際法規則は、もともと sic

utere tuo alienum non laedas の法諺・原則

（以下 sic utere tuo原則）に由来する とされてい

る九向原則は、「何人もその隣人を害するような

方法で自己の財産を用いてはならない」とか、

「他国を害するよう に自らの権利を用いてはなら

ない」などと表現されるロ ーマ法起源の法諺であ

る。このように第 21 原則の基盤は、従前の伝統的

な法原則に求められてきた。

だが他方においては、新しい法の提唱という側

面についても議論されているヘそのなかでも、

「環境J の利益が明文で認められるようになった

ことの意味は大きい九そこには伝統的な「領域」

の利益とは異質の利益が承認されていることが示

唆されており、そこに「国際環境法J という新た

な法秩序が語られるようになった基盤がある こと

は否定できなし、からである。

例えば兼原は、第 21 原則を「環境損害防止原則

（防止原則）」と して性格付けたうえで、従来の領

域使用の管理責任原則（トレイル原則〉と明確に

区別する。すなわち後者が、領域主権と領土保全

という「対等な権利聞の調整をはかり、有害な領

域使用を違法化しうる原則」であるのに対して、

前者においては、「対等な権利聞の調整が行われ

るのではなく、環境という国際法益の保護のため

に領土主権が規制される」という九つまり 、 領

域性に外在的な「環境」という国際法益が設定さ

れることで、 第 2 1 1京則には新たな法秩序の発展の

方向性が示されているということである九

しかし 、 伝統的な法秩序と環境法秩序との間の

こうした異質性については、必ずしも十分な検討

がなされてきたわけではなし、。例えば、 トレイル

原則は「環境」に対する損害にも「拡張」して適

用されるようになったといった議論はみられるが、

この「拡張J の意味を深く問う意識は大概希薄で

ある。その結果トレイノレ原則と第 2 1 原則との連続

性がむしろ強調され、さらにそれは今日の予防原

則の多数説たる防止義務説の議論に連なることに

なる。

だがこのような議論は、論理的な飛躍を犯さざ

るをえない。校Jjえばトレイル原則は損害の一定の

重大性を要件としてきたわけだが、それは領域主

権に由来する対等な権利を調和するという意味を

有していた。しかし同原則が「環境」に対する損

害にも「拡張」された結果、この重大性の要件は

「環境」への損害にも当然に適用されるが如く議

論されている。 こうして第 21 原則についても、文

言上は明らかではないのにもかかわらず、「重大

な」損害の防止を要求する原則として理解される

ことになる九 しかし他国の「領域」とは異なる

「環境」への損害に対しでもなぜ重大性の要件が

適用されるのかは明らかではなく、少なくともこ

うした理解からは第 21 原則がわざわざ「環境J に

言及した意味は見いだしがたい。

以上のように第 21 原則に関しては、既存の法の

宣言という側面と新たな法の提唱という側面が混

然として理解されてきた九こうした点に鑑みる

と、第 21 原則それ自体に対する検討が不十分であ

るにもかかわらず、その延長上に予防原則を位置

づけて展開される防止義務説の議論は、 あまりに

安易な理解であるといわざるをえないだろう。

他方、環境の新たな法秩序の独自性に着目 し、

そこにトレイル原則との異質性を積極的にみいだ

すにしても、なぜこのような法の提唱が必要であっ

たのか考えてみる必要がある。つまり、なぜ既存

の伝統的国際法が国際環境法の基盤たりえなかっ

たのか、という点が問われねばならないであろう。
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環境保護という新たな課題に直面するなかで、

そのための国際法秩序をさぐる試みは 2 つの道筋

をたどった。 l つは既存の法のなかから適肘可能

な規範を抽IHすると いう道筋であり、もう l つは

新たな法秩序の形成を論ずるという道筋である。

第 21 原則をめぐる学説の議論にはこれらの両面が

反映しているわけだが、両者の関係は必ずしも判

然、と理解されてきたわけではない。

ただ少なくともいえることは、前者の道筋をもっ

て十分ということであれば後者の道筋は必要がな

いということである。そこで次章では、環境分野

に適用可能と考えられている伝統的な国際法秩序

を批判的に検討し、それがそもそも国際環境法秩

序の確固と した基盤を提供するものであったのか

どうか吟味していくこととしよう。

第 4章環境分野の伝統的国際法

秩序の批判的検討

第 1 節 「越境汚染の国際法」

「汚染に関する一般国際法のすべての議論は、

トレイル事件にはじまりそしてトレイル事件にお

わらねばならな し、」48。これは、ストソクホ Jレム会

議の前年に発表されたトレイル事件を主題とする

論文の官頭の一節である。環境分野の伝統的国際

法の性質とその問題性を、この言葉は端的に言い

表しているように思われる。

トレイル事件を起源とする環境分野の伝統的国

際法とはし、かなるものなのか。今日の論者の共通

理解は、 ほぼ以下の Kiss の理解に集約されてい

るといえよう。 Kiss はそのような伝統的アプロー

チを「越境汚染 transfrontier pollution」の国際

法として整理 し、その理論的発展の意義を 「絶対

的領域主権原則 absolute t巴rritorial sovereignty 

principle （以下絶対主権原則）」の克服にみてい

る九絶対主権原則とは、国家は他国に対する悪

影響にかかわらず自国領土を自由に利用する排他

的権利を有するとい うもので、 19 世紀末に米国と

メキシコの水利用紛争において米国国務長官ハ ー

モンがこうした議論を展開したため、「ハーモン

主義」とも呼ばれる。

そしてこの「越境汚染」の国際法は、汚染固と

被汚染国という二国間関係を主に念頭においた、

相隣関係の法として把握されている。具体的には、

トレイル事件のほか、コルフ海峡事｛牛半！J決 (1949） 、

ラヌー湖事件仲裁判決といっ た国際判例と、（sic

utere tuo 原則に由来するという）権利濫用原則

や領土保全権といった一般原則を基礎にして、他

国に重大な損害を与えぬよう確保する一般的義務

が確立したとされる。後にも言及するように、こ

の 一般的義務は「損害禁止原則 no harm 

principle 」 、 或いは「重大損害禁止原則 no

significant harm principle」と呼ばれている。

そしてその一般的義務が越境汚染に関する特別ルー

ルとして発麗したのが、 「スト y クホルム人間環

境宣言」第 2 1 原則と い うことになる。

このように、 今日理解されている環境分野の伝

統的国際法（以下「越境汚染の国際法」）は、 ト

レイル判決を先例 と して構成された一般国際法秩

序でありへ近隣国の国家主権問（領域主権と領

土保全権〉の調整をその本質とする九そしてそ

こから抽出される一般的義務（「損害禁止原則」）

を恨拠に、越境汚染の発生国に対する国家責任の

追及（典型的には金銭賠償の要求）が想定されて

いるのである九つまり「越境汚染の国際法」は、

基本的には環境損害の事後救済をその本質として

いる。

しかし「スト ック ホルム宣言」第 22 原則は、こ

のような「越境汚染の国際法」が少なくとも当時

不完全であったことをうかがわせる内容を規定し

ている。それは以下のような規定である。

「各国は、 自国の管轄権内ま た は管理下の活動

が、 自国の管轄権の外に及ぼした汚染その他の環

境上の損害の victim に対する責任及び補償に関す

る国際法を、さ らに発展させるように協力しなけ

ればな らな い」

たしかに「さらに発展させる」という文言から

する と、越境汚染の責任 ・補償に関する国際法規

範が全く存在しない ということまでは意味されて

いなし、かも しれない。 だが 1992 年の「リ オ宣言」

第 13 原則においてもほぼ同様の規定が繰り返し規
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定されており、そこに法の欠けつを認め環境法に

内在する暇抵であるとする理解もみられるのであ

る九 このように、少なくとも国家責任法による

事後的対処という「越境汚染の国際法」の基本要

素に関しては、必ずしも旅田とした実定性が認め

られてきたわけではなく、少なくともそれが機能

するための内実を欠いていたことが表明されてい

たのである。

また実践上、国家は国家責任法の適用を回避 し

てきたのであり、被害者の救済が問題となる場合

もむしろ国内法上の民事責任を確定する手段に依

拠することを望んできた、との指摘もみられる九

この点は、近年では例えはチェルノブイリ原発事

件やライン川のサンドス事件などにおいても顕在

化している。

以上のように「越境汚染の国際法」に関しては、

一方でその一般的確立が論者の間で広く認められ

ていながら、他万でその機能不全や、 実践との剥

離という傾向が認識されてきたのである。こう し

た状況は、環境保護の法秩序の手がかりを伝統的

な法に求める議論の限界を示しているように思わ

れる。そこで次節では、比較的早い時期から汚染

をめぐる国家実践が集積し、「越境汚染の国際法」

の理論的発展にも貢献したといわれている国際河

川利用に関する学説（ストックホルム会議以前の

時期のもの）を分析し、「越境汚染の国際法」の

かかる現状が何に起因するものなのか検討してい

きたいと思う。

第2節国際河川汚染をめぐる国際法
理論の展開

第 1 款絶対主権原則の克服

国際河川法の分野においてはもともと航行利用

に関して国際規制の発展をみてきたが、その後経

済利用の多様化と需要の増大により、いわゆる非

航行利用（潅瓶、発電、産業用水等）についても

国際的な規律の対象となるに至った。そして越境

汚染が早くから国際法上の問題とされたのもこの

国際河川の分野に他ならず、少なくともストック

ホルム会議の以前の時期においては、越境汚染に

関する法の発展に寄与してきたほぽ唯一の分野で

あるとすらいえるかもしれない。 ただ学説上国際

河川の汚染を主題とした研究が登場するようにな

るのは、ようやく 1960年代にはいってからのこと

であるお。

国際河川汚染をめぐる当初の議論は、慕ネ；的に

は河＊の転流といったような水利用問題 一般に関

する従前の研究成果に依拠していた。そしてその

議論の主眼は、 一般国際法上、河川利朗に関する

国家の領域主権は無制約ではないという点を明ら

かにすることにあった。 つまりは、絶対主権原則

の克服を理論的に説明づけることに腐心したので

ある。前述のようにこの絶対主権原則は「ハーモ

ン主義」とも呼ばれ、「他国のニーズと調和する

ために、 自国領域内における水利用を制約すべし

との国際法上の義務は存在し なし、。国際河川の完

全に自国の領域内に存在する水に関しては、国家

の管轄・管理は排他的である」とい った議論が展

開されたのである九

この絶対主権原則の克服に関わる学説上の議論

は、 基本的には汚染よりもむしろ転流などの河川

利用に関しでもともと論じ られてきた。だが 60 年

代に国際河川の越境汚染を主題とする研究が現れ

るずっと以前の時期から、汚染問題に関連した学

説上の示唆は既にうかがうことができた。 {91］えば

Oppenheim はその権威ある国際法の体系警の な

かで、「近隣国の自然条件に不利益があるように

自国の領域の自然条件を改変することを、 国家は

許容されていない」とすでに 20世紀の初頭に述べ

ている九 また国際法学会（IDI) が 1911 年のマ

ドリ ッド会議で採択した「国際水路の利用に関す

る国際規則」の中でも担、「水に有害なあらゆる改

変、 有害物質の導入は禁ずる」（Rule II 第 2 原則）

との原則が規定されていた。 少なくとも 20 世紀半

ばまでには、 汚染行為を含めた国際河川の利用一

般について絶対主権原則は既に否定されていたと

いえるだろう 390

だが、汚染という新たな問題について明確な法

を欠いていた当時の状況において、国家行動への

制約をし、かに理論的に根拠付けるのか、という点

が大きな論点となっていた。この点につき 当時の

論者は、汚染問題に適用可能で国家行動への制約

の基礎となりえるような一般原則の存在を示し、

その具体化の方向を採るという議論を展開したの
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である。

そこでまず基本原則として広く依拠されたのが、

前にも言及した sic utere tuo原則である曲。 例え

ば 1955 年の著作で Lauterpach t は、「他の河岸国

を害するように河川の流れに干渉しではならない

とする 国家の義務は、 ｷ • sic utere tuo ut 

alienum non laedas の法諺に淵源をもっ」とし

ている引。その後汚染問題を主題とした 60 年代の

研究においても同原則に広く依拠した議論が展開

され、 絶対主権原則の克服という傾向に論者の理

解が収飲していく。 60 年代に入ると、いわゆる

「制限的傾域主権原則 restricted territorial 

sovereignty principl e （以下制限主権原則）」の確

立については疑われることはなくなったといって

よ し 例。 制限主権原則は、 国家主権原則の絶対性

に由来する 2 つの原則、すなわち第 1 にハ ーモ ン

主義に代表されるような絶対主権原則を、 そして

第 2 に、国家は他国の領域使用に由来するいかな

る悪影響にもさらされない権利を有する とする

「絶対的領土保全原則 absolute territorial 

integrity principle」63を、否定し相対化する原則

として理解される。

このように既に従前の国際河川分野の学説にお

いて、「越境汚染の国際法」 の理論の本質である

絶対主権原則の克服、対等な国家主権の調整とい

う要素は既に指摘されていたことがわかる。この

ような議論は、汚染問題に関する明確な法を欠い

ていた状況において、もともとは汚染問題とは関

わりはないがそれでも適用が可能と考えられる一

般原則を駆使し、なんとか越境汚染という新たな

問題を国際法の問題として語る方途をさぐる試み

であったといえる。そうした少なからず困難な試

みにおいて、 論者の有力な拠り所を提供 したのが

トレイル判決であったヘ 60年代にはいって国際

河川の水汚染の問題が国際法の問題として論じら

れるようになると、水汚染に関する国家の義務を

カバーする国際法規則としてトレイル原則が参照

されるようになり、河川汚染をめぐる学説におい

ても トレイ ル判決は重要な先例としての位置づけ

を与え られていたのである。

だが国際河川分野の議論においては、 トレイル

判決は「越境汚染の国際法」の理論の中核を成す

重大損害禁止原則の先例としては必ずし も理解さ

れておらず、むしろ「衡平利用原則 principle of 

equitable use」という独自の法理が発展した点が

重要である。 この点を次に検討していこう 。

第2款衡平利用原則

この衡平利用原則の本質は利益衡量にある日。

同原則によれば、国家は具体的状況における関連

諸要素を考慮して、河岸諸国の聞の「共有資源

common resource」たる国際河川の利用の利益を

調整・衡量することを求められる。国際法協会

(ILA）の「国際河川の水利用に関するへルシン

キルール」 (1966 年採択）の第 2 章は衡平利用原

則の代表的な規定例であり、そのうち第 4 条は次

のように規定している。「各流域国は、 その領域

内において、国際河川流域の有益な利用につき合

理的かっ衡平な配分を享受する権利を有する。」

そしてこの「へルシンキ・ルール」にイ寸されたコ

メンタリーによれば、「衡平な配分の思想、は、各

流域国に対して最小限の害をもって最大限の水利

用の利益をもたらすこと」66 にあり、「衡平な配分

を否定するような流域国による水利用は、…共有

資源から最大限の利益を獲得する ことにおけるす

べての流域国の利益共同に反する J67 とされる。

前にも述べたように、国際河川の利用における

制限主権原則の確立を基礎づけるために、論者は

sic utere tuo原則に依拠したわけだが、同原則は

きわめて一般的な内容にとどまることから、規範

のさらなる明確化に向けた理論的検討がすすめら

れた。そうした過程においては、既存の多様な学

説上の理論が参照された。仔lj えば、「権利服用禁

止原則」、「善隣原則」、「国際地役」といったやは

り基本的には圏内法に由来する法理論である。し

かしこれらの原則に関してはその内容が不明確で

あることに加えて、そもそも国際法の規範として

の地位自体が否定的に議論されることが少なくな

かっ fこ曲。

しかしそうしたなかで、国内水法において発展

した「衡平割 当原則 principle of equitable 

apportionment」が学説上注目されるようになっ

ていく。前に挙げた一般原則とは異なり同原則は

水利用に関する特別規範であり、国際河川法にお



予防原則の規範的意義 67 一

ける衡平利用原則の原型となった。衡平割当原則

は、アメリカ合衆国における水利用紛争に関する

最高裁判決（Kansas v Colorado 1907 年）を契

機として発展した原則として考えられており、一

方のニーズ ・利益と他方の損害の衡量をその本質

とする6\

このようにもともと国内水法の原則として発展

した衡平割当原則は、国際河川の利用においても

類推的にその適用が論じられるようになり、少な

くとも 50年代後半には幅広い支持を獲得していた。

例えば Eagleton は、こうした合衆国内の州聞の

ルールは国家聞のルールとしても適用可能である

との認識を示すとともに、実践上も様々な条約が

この原則にしたがうことを試みてきたこと を指摘

している九また Brierly も 、 諸国は河川系が全体

として考慮される権利を有し、他国の利益とのバ

ランスにおいて自身の利益が衡量される権利を有

することを国家実行が示しているとする710 その

ほか Bourne、 Austine、 Griffin といった論者が、

絶対主権原則と対比する形で衡平割当原則の発展

を論じた。

こうして ILA における国際河川の水利用に関す

る一連のi佳作業においてもこの利益衡量の原則が

中心原則として認められ、前述した「へル、ンンキ・

ルール」において衡平利用原則として明文化され

たのである 720

前にも述べたように、「越境汚染の国際法」の

理論においては、国家の一般的義務として重大損

害禁止原則 ・ 防止原則が論じられている。国際法

委員会 (ILC）による国際水路の非航行利用をめ

ぐる一連の法作業において大きな論点となってい

たように、この原則は衡平利用原則とは積極的に

区別して理解されることが多 L、九例えば、衡平

利用原則のみ；質は利益衡量であり、重大損害禁止

原則の本質は事実上の恒害の防止である、といっ

たようにである九

しかし上のような区別であれば、それは必ずし

も硲聞としたものではなし、。そもそも両原則は、

国家主権原則に巾来する対抗的な利益を調整する

ことを目的としている点、では共通している。また

前に述べたように、国際河川利用分野においても

その法の出発点として sic uter tuo原則に依拠し

てきたのであ り、衡平利用原則もその延長上に位

置づけられて論じられてきた九また「緩和され

た重大損害禁止原則 mitigated no substantial 

harm principle」76 を主張した Lammers が論ずる

ように、重大損害禁止原則が一定の利益衡量の要

素を内包しているとすれば、両原則の内実は今日

整然、と区別されるほど異質なものとはいえなくな

る。例えば重大損害禁止原則における重大性の決

定そのものに利益衡量の要素が広く含まれると埋

解された場合、国際河川分野において発展した衡

平利用原則も広く重大損害禁止原則の中に取り込

んで理解しうるかもしれない九いずれにせよ確

かなことは、柔軟性を欠く厳格なルールの適用は

回避されてきたということである。したがって重

大慣害禁止原則の内実に厳格性を求めれば求める

ほど、そうした原則の基礎は従前の国際河川分野

の学説には見出しがたいものとなる。

ただし今日両原則が区別される場合、重大損害

禁止原則が「越境汚染」に関わる規範であるのに

対して、衡平利用原則は「共有資源」の利用・保

全に関わる規範として整理されることがある 780

この区別の根拠には 2 つの可能性がある。

まず考えられるのは、汚染と資源保全は法的に

異なる現象であるという理解である。しかしこれ

までの学説の検討からも明らかなように、もとも

と汚染問題は諸国の対抗的な資源の利用利益の調

整として把握されていたのであり、それは包括的

な利益衡量の対象であったのである。 この点は、

前述した「へルシンキ・ノレー ル」の規定からも明

らかである。同ルールは第 3章において汚染問題

を扱い第 10 条で重大損害禁止原則を規定するが、

その柱書において「衡平利用原則にしたがい」と

規定している。 この第 10条に付されたコメンタリー

によれば、汚染が有益な利用の副産物である限り

第 10条は汚染それ自体を禁じなし、。 つまり汚染が

禁.LI－.されるか否かは、①一定の重大性を行する損

害をもたらすことに加えて、②衡平な利用に反す

ること、というこ重のテストにしたがって判断さ

れることになる。このような規定からもわかるよ

うに、従米国際河川分野においては、汚染という

行為自体そうした経済利用と実質的に同一視され

衡平な配分の対象となっ ていたのである。つまり
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ここで汚染とは、 河川 ｜の有する廃棄物の環境容量

という「資源」の利用行為として把握できるだろ

う九したがって、汚染と資源保全の問題を法的

に区別する必然性はない。

第 2 に、衡平利用原則は「共有資源」の利用と

いう共通利益を基礎としている点で区別されると

いう理解が考えられる曲。前に引用した「へルシ

ンキ ・ ルー ル」の コ メンタリ ーからもうかがえる

ように、重大損害禁止原則と積極的に区別されて

今日整理されている根拠はこの点にこそ見いだす

こ とができる。つまり従前の国際河川分野におけ

る汚染の秩序の発展は、「共有資源」とい う利用

関係の一体性の承認を背景としていた。逆にこの

ことは、そうした共通利益が特定されていない環

境要素については、元来汚染の秩序が十分に発展

しなかったことを示している。そしてこうした

「共有資源J は各条約体制の形成によって特定さ

れるのであり、その継続的な管理のためには条約

体制における規律が重要となってくる。 こ の点を

次に検討していく。

第 3款条約体制による汚染の規律

絶対主権論を唱えたハーモ ンは、メキシコ と の

水利用紛争について、こ うした種類の問題は新し

し、性質の紛争であるとしたうえで、「この問題は

政策の問題としてのみ判断されるべきである。な

ぜなら、 国際法の諸ルー ル、 諸原則、諸先例は、

アメリカ合衆国に対して何のライアビリティー 、

義務も課さなし、からである」というような意見を

表明 していた九 この意見が河川利用に関して国

際法上の制約が全く存在しないという 主娠を意味

する限りでは、既に 20世紀半ばには学説上の支持

を失った ことは前にも述べたとおりである（制限

主権論の他立）。 だが、こ の種の紛争は司法裁判

による責任の追及といったリーガリスティ ック な

手段により処理されるべきではないという限定的

な意味に解するならば、様相は異なってくる。

例えば国際河川汚染の問題にとりくんだ先駆者

の一人である Lester は、 汚染問題に対しては裁判

プロセスより も規律（regulatory）のプロセスが

有用である ことを力説したへその恨拠としては、

水利用の規模 ・態様などが随時変化していくこと、

汚染の性格が変化するこ と、そして国際的に決定

される水質基準の動態的性格を挙け‘ている 。

Lester は、水汚染に関して国際ライアビリティー

を国家が拒絶してきたことは、 賠償を支払う意思

はあるにしても、 柔軟さを欠く法的先例に拘束さ

れることを国家が回避してきたことを示すと理解

する。そして、トレイル事件のように「複雑で一

体性を有する河川流域の一部ではない、 単純で明

白な利用」に関する紛争はともかくとして、国際

河川利用紛争の解決については基本的に行政的な

規律が望ましいとしている。

やはり国際河川汚染の問題を論じ た Bourne に

して も、 根拠はやや異なるが同様の見解を示して

いる曲。 彼はまず、国際河川流域に関する国際法

は、「へルシンキ ・ ルー ル」で示されたような発

展途上の原則の域をでていないと分析するが、そ

れはおどろくべきことではない という。なぜなら

各河川流域はそれぞれ独自性を有する実体であり、

個々の異なる問題を扱う独自の法を必要とするか

らであると いう。そ して法の次の発展段階は、 各

河川流域の管理のための立法であるとする。ここ

では、私権とその赦済から、州・ 連邦によ る統制、

そして州の聞の compact に基づく機関による管理、

と いったアメリカ圏内水法の発展傾向が参照され、

こうした圏内法上の発展に指針づけられるならば、

既存の河川流坂に関する国際慣習法は、 国際共同

機関の管理をもたらす諸条約によ って取って代わ

られるだろうと論ずる。

国際法協会（ILA） も 1966年の「へル・ンンキルー

ル」に付さ れたコメ ンタ リーにおいて、 司法裁判

より も協力による管理が衡平利用の達成にとって

はるかに重要であるこ とを示している。すなわち、

「国際河川・ 国際河川流域に関する特定の紛争は、

確立した国際法のもとで第三者裁判に付託さ れ う

るかもしれなし、。しかし、 国際河川流域の最大利

用は共同計画 joint planning によ ってよ り効果的

に確保されうる」ことを指摘 しているへその理

由としては、 関連する変数が多様であること 、 河

川の状態が将来的に変化する可能性があること、

積極的な国家行動をもたらす必要がある こと、 そ

して河川流域の複雑性が挙げ られてい る。

このように学説は、 裁判プロセスによる国家責
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任の追求に対して積極的な評価を与えることはな

く、むしろ個々の河川を規律する条約体制の設立

という新たな秩序の方向性を示していたのである。

汚染をめぐるこのような学説の傾向は、国際河川

分野においては十分に論ずる基盤があったといえ

よう。もともと国際河川法は、各河川流域の諸条

約と各河川委員会の実践の束として発達したので

あり、「へルシンキ・ルー ル」採択の際には、そ

うした国際河川 ｜法の一般原則といえる規範は国際

法上存在しないとの否定的意見も示されていたほ

どであったへ

例えば Brierly も、 一般的指針として一応衡平

割当原則に言及する一方で、それは河川一般に適

用される諸ルールによっては解決されないのであ

り、各河川は個々の問題に対処するためのルール

の体系と行政的管理を必要とすることを指摘して

いたへも ともと汚染が本格的に問題化する以前

の河川利用を論じた学説においても、河川の行政

的管理が不可欠であることは広く認められてい

た九このように国際河川分野においては、もと

もと行政的な規律に関わる理論と実践につき一定

の蓄積があり 、 経済的利用と実質的に同一視され

た汚染行為に関しでも、同様の議論が展開される

十分な基盤が存在したのである。

汚染問題に対するこうした行政的管理の議論の

背景は 2 つに大別するこ とができる。まず第 l に、

河川汚染をめぐる法状況が挙げられる。汚染に関

する法は明確ではなく 、河川利用の一般原則とし

て発展しつつあった衡平利用原則にしても、それ

自体は非常に柔軟な問題解決の指針にすぎない。

こうした状況において、裁判の判断を予見するこ

とは容易ではなし、。 こ の点は、裁判の合意管轄を

基本とする国際社会においては、 裁判利用の回避

の重要なファクタ ーと なるだろう。

またそもそも越境汚染という新し い問題に対す

る対処は、 既存の国際法を適用する裁判官の役割

でなく、基本的に立法の役割であるという認識も

背景にあるようである。伊lJ えば Berber は汚染を

主題とした議論ではないものの、法ルールの適用

によりあらゆる紛争に対処できると い う見方は国

内法からの不当な類推であり、法の欠けつを埋め

るのは裁判官ではなく立法者、すなわち国際条約

の締結によることを強調している。このような議

論の前提には、前に言及した Brierly の見解のよ

うに、各河川流域は独自の複雑な利益関係を有し

てお り 、 基本的には個別の法（条約） による対処

が必要である、という国際河川法の通説的理解が

影響しているように思われる。もっとも、各河川

流域につき合意が進展し、ある程度明確なルール

な規定されれば、法の状況を根拠とするこうした

司法裁判否定論は克服される見込みはあるとはい

える。

しかし第 2 に、行政的管理の議論の背景におい

ては、汚染問題の解決には継続的な規律が不可避

であるとの認識が強く働いている。 そもそも衡平

原則の基本的性格からも明らかであるように、同

原則に基づく河川管理は多様なファクタ ー に依存

した技術的にも複雑なプロセスとしての性格を有

する。 これに対して義務違反の認定と国家責任の

追及という伝統的な司法的手段は、せいぜいそう

したプロセス の ζ く 一部を構成する単発的な対処

にとどまるといえよう 。 「共有資源」の最大利用

を確保するためには、継続的な規律が必要なので

ある。そして次章で述べるように、実はこの点は

トレイル判決が明白に示したことでもある。

このように国際河川汚染をめぐ る従前の学説は、

損害禁止原則の設定とその違反に対する国家責任

の追及という 「越境汚染の国際法」の枠組を克服

するような、新たな秩序の議論を展開していた。

形式論理的には伝統的な法の適用は排除されない

が、 むしろ汚染という問題の実質に照らした「共

有資源」の継続的管理のため、個別の条約体制を

通じた規律によるー般国際法秩序の克服が論じら

れていたのである。

ここでは衡平利用のような原則の意義について

も、 裁判規範として埋解する意識は希薄である 。

Berber の言葉を借りれば、その意義としてはむし

ろ 、 ①圏内管轄に属する事項であるとの主張を妨

げ国際機関による行動の途を聞くこと 、 ②双方に

公正なアレンジメン卜を、 また条約の形成におい

て国際法に継続的な影響を与え、 一旦条約が締結

されれば条約解釈の総j j;/J手段となるこ と、とい っ

た点に着目される曲。こうして「へルシンキ ・ ルー

ル」に規定された衡平利用原則は、個別の条約体
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制における規律の指針（後述する「アプロ ー チ」）

として理解する こ とができる。

第 4款小活

国際河川分野の従前の学説は、汚染という新た

な問題に対 して、 法の手がかり を既存の法原則に

求める一方で、共通利益を基礎に衡平利用原則 と

いう独自の原理を発展させ、 「共有資源」の最大

利用を目的とした条約体制による行政的規律とい

う新たな秩序の方向性を示してき た。汚染問題に

関しては、「越境汚染の国際法」の理論の基本構

造、すなわち損害禁止原則の確立と その違反に対

する国家責任法の適用という伝統的な一般国際法

秩序は、むしろ機能する内実を欠いていたのであ

る。

そしてこのような汚染の秩序の方向性は、唯一

の越境汚染の国際判例であり 、 「越境汚染の国際

法」が依拠するトレイル判決においても示されて

いたのである。次にこの点を検討しておこう。

第 4節 ト レイル溶鉱所仲裁判決の評価

まず事件の概観を簡単に述べておく。 トレイル

溶鉱所事件は、 1925年以降カナダの コ ロンビア河

畔に設置されたトレイル熔鉱所から排出された亜

硫酸ガ、スが、匡｜境を接する米国ワシントン州の農

地・森林に重大な損害を与えたという事実に関す

る事件で、両国は 1928 年に「米加境水条約」

(1909年）に某づく国際合同委員会に紛争を付託

し勧告をえたが、 汚染の事態が改善しないため、

1935 年に紛争処埋条約を締結し仲裁裁判に付託す

ることとした。付託事項の概要としては、 ①1932

年以降 トレイ ル溶鉱所を原因とする損害は発生 し

ているか、 またそれに対して L、かなる賠償を支払

うべきか、 ②①か宵定される場合、 溶鉱所は将来

の損害発生の抑止を求められるか、またそれはど

の程度か、③②に！照らして溶鉱所はし、かなる 管埋

措置・体制を求められるか、④②及び③の問題｛こ

対する判決のためにいかなる賠償が払われるべき

か、 の PLJ点となっている。なお 1932 年以前の損害

の賠償に｜刻しては、既に国際合同委員会の巌終判

決の結We、カナダはその責任を了承 していた。ま

た、 国際法とともにアメリカ合衆国の圏内法が本

件に適用されることも合意されていた。中間判決・

最終判決の結果、①については一部の時期に関し

てカナダの賠償責任とその額を確定し、 ② を肯定

したうえで、 ③につき具体的な指針を示したうえ

で溶鉱所の管理体制の設置を命じ、④に関しては

体制確立後の損害等につき賠償の支払われること

を認めた。

前述のように、 同事件は環境保護に関わるリー

デイングケ ー ス と して、 重要な位置づけを与えら

れている。越境汚染を主題とした唯一の国際判例

ということもあってか、汚染に関する研究におい

てこの事件に言及されないことはほとんどない。

しかし他方では唯一の判例であったことが、論者

がこの事件に過度の内容を見出す傾向を生み出し

てきた。

一般にこの判例の意義として理解されているの

は、国際法の原則としてのトレイル原則の表明で

あり、以下のノマラクラフは非常に多く引用される。

「アメリ カ合衆国の法は勿論のこ と、国際法の

諸原則によれば、煤煙による損害が深刻な結果を

ともな い、また当該損害が明白かっ確信的な証拠

により立証される場合には、いかなる国も他国領

土において、 或いは他国の領土に対して、また或

いは他国内の財産もしくは人身 lこ対して、煤煙に

より損害を生ぜしめるような方法で自国の領土を

使用し、またはその使用を許容する権利を有しな

い。」曲

だが問題はこの国際法の規範がし、かに導出され

たかという

裁判所はまず学説とアラパマ号事件などの国際

判例を挙げながら、他国とその領域を尊重する義

務という国際法の一般原則を｛1在認する。そしてス

イス連邦裁の判例をあげ、同原則が L、かなる影響

の抑止を求めるような絶対的な規範ではないこと

を示す。そのうえで裁判所は汚染を主題とした国

際判例を求めるが、大気汚染 ・ 水汚染ともに国際

法上そうした先例はないと認定する。そこで裁判

所は汚染を主題と したアメリカ連邦最高裁の圏内

判例をいくつか検討し、損害の深刻性の要件や明

白なMJ処の要件などを確認していく。そしてこれ

らの判例は全体として以下の結論を基礎付けると

し、 上記のトレイル原則のパラグラフに連なるの
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である。問題はこれらのアメリカの国内判例から、

なぜ「国際法」の原則としてのトレイル原則が導

き出されるのかにある。

この点につき裁判所は以下のような指摘をして

いる。「大気汚染の問題につき、連邦の諸ナト｜の準

主権を扱う際に米国で従われている法は、 ・ー 国際

法の一般ルールに合致する 。 」叩 これだけでは根拠

は明確ではないが、 さらに次のような箇所がある。

「国際法において反対の内容のルールがな L 、 ・・限

り、連邦の州聞の紛争或いはそうした州の準主権

に関する紛争を倣う際に裁判所で確立された先例

につき、国際裁判においてそれに穎推的に従うこ

とは合理的である。」つまり、連邦内の州の聞の

規範は、基本的に国家関係に対しでも類推できる

という論理を展開しているのである。こうした裁

判所の論理に対 しては、 国際社会 と 国内社会の差

異をあまりに軽視するものであると批判がなされ

うる。しかも裁判所が引用した米圏内判例の中に

は、州、｜の権利ではなく連邦の権限に関わるものが

挙げられており、論理的にも欠陥がある 910

このように国際法の原則としてのトレイル原則

は、国際的な先例が全くない状況において、裁判

所による必ずしも確固としていない論理により圏

内判例から類推的に導き出されていたのであり、

そもそも越境汚染に関わる国家責任の先例として

の価値についても疑念にさ ら されうるのである。

むしろトレイル原則の認定は、同地域の汚染問

題に対する規律を及ほ、す必要から生じたとする理

解もみられる目。もともとカナダは損害に対する

賠償責任自体を事前に認めていたこともあって、

裁判所の任務の重点はむしろ汚染の継続的な規律

の確立にあったものと理解できるのであり、実際

裁判所の審理の大半はそこに向けられていた。つ

まり裁判所の任務はそもそも法の適用による権利・

義務の確定にはなく、付託合意に示された「すべ

ての関係者にと って公正 just な解決」を図ること

にあ っ たのである。

そもそもトレイル原則を認定するパラグラフは、

金銭賠償に関連した部分ではなく、将来の損害抑

制の義務の存否と管理体制の確立に関連して言及

されたものであった。裁判所が単純に加害国対被

害固という図式でこの問題を捉えていたわけでは

なく、継続的な規律の必要性を認識 し ていたこと

は、以下のノマラグラフからも明らかである 。 「目

下のところは、 カ ナ タの企業の操業によりアメリ

カの利話が侵害されたと主張されるかもしれない

が、 将来いつかアメリカの企業によりカナダの利

益が侵害された主張されるだろう 。」則 つま り間際

河川分野における「共有資源」の承認に頒似する

ような利用関係の相互依存性・ 一体性が認識され

ており、こ のような観点から将来の規律の継続的

な指針としてトレイル原則が示されたと考えるこ

とができる。

そしてこの原則の本質は、 事実上の損害の回避

というよりは、むしろ利益衡量にあったというべ

きであろう。裁判所は「農業共同体の利益が誇張

されることで工業の営みが阻害されることは関連

両国にとって利益ではなし、。問機に、農業共同体

が工業利益によって抑圧されることがあればそれ

も両国の利益ではないだろう 。」刷との認識を示 し 、

さらにトレイノレ原則を認定した直後のパラグラフ

で以下のように述べている。 「（引用された）連邦

最高裁の判決 とそれによ り示された解決策は、

以下に述べる（管理）体制とともに、 少なく と も

コロ ンビア河渓谷の現在の状態がつづくかぎり、

「すべての関係者にとって公正」であると考える o

y こう して、 自然状態等の変化を考慮しつつ、両

国の農業利益・工業利益の調整を継続的に図ると

い う将来の規律の指針が示されたのである。

このように 「越境汚染の国際法」の理論が依拠

するトレイル判決自体、損害禁止義務の認定と国

家責任による対処という汚染の法秩序の確固とし

た基盤を提供していたわけではなし、。むしろ利益

衡量という規律の指針と、そうした指針に基っく

継続的な管理とし寸、 国際河川分野の検討で明ら

かにされたような秩序の原型が既に示されていた

のである。

第 5節小括

以上のように、スト ック ホルム会議以前の時期

に越境汚染の研究がすすんでいた国際河川法の学

説、そして越境汚染に関する唯一の国際判例であ

るトレイル判決を検討してきたわけだが、それら

は今日の「越境汚染の国際法J の理論の確固とし
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た基盤を提供するものではなかった。そもそも越

境汚染の問題は、リ ー カ‘リスティ ック に処理され

る問題である というよりは、行政的な規律により

対処される問題であるという認識が示さ れていた。

つまり汚染問題は、単純に加害国対被害国という

単発的な関係の問題ではなく、「共有資源」の継

続的管理の問題として埋解されるのである。

こうして汚染問題の実質に即した議論が展開さ

れた国際河川分野の理論は、今日「共有資源」の

問題として区別して整理されてしまうために、

「越境汚染の国際法」の理論の内実はかえっ て汚

染をめぐる国際実践と剥離し、また実質的な機能

がのぞみがたいものにとどまってしまっている。

「ス トックホルム宣言」第 22原則の規定は、かか

る法の実情をうかがわせるものである。 「越境汚

染の国際法」は、伝統的な法に環境法秩序の手が

かりを求める形で構築された理論であったわけだ

が、それは汚染問題の実質と剥離した観念的な性

格を帯びていたために、機能する内実を欠いてし

まっているのである。

今日の国際環境法秩序は、 こうした伝統的法秩

序の機能不全に直面するなかで構築されてきた。

その構造を理解するための手がかりは、 むしろ国

際河川の学説において示されていたような秩序の

発展方向に見いだすことができるのである。最後

に次章でこの点を検討していこう。

第 5 章 国際環境法秩序の特質

第 1 節国際環境法秩序の基本構造

第 1 款 国際協力の法としての国際環漬法

「ストックホルム宣言」 第 22 原則は環境損害に

関する国家責任法の不完全さを示すものであった

が、同日寺に法のあるべき発展の方向性を示すもの

でもあったことはたしかである。「越境汚染の国

際法」の議論がその典型であるように、従来から

環境問題については一般国際法たる国家責任法に

よる対処に焦点をあてた理論的研究が少なくな

L 、目。

このような学説の傾向は、リーガリスティック

な方向で環境問題を理論的に把握 し ようとする試

みであり、とりわけ法としての性格につき疑念に

さらされることの多い国際環場法と いう法分野の

発展にとっては、 少なからぬ意義があることは認

めなければならなし、。 しかしそうだからといって、

環境分野においてこうした理解を当然の前提とす

る こ とはできなし、。その恨拠は、環境問題におい

ては因果関係の証明や加害国 ・被害国の特定等の

要件の充足が困難であるといったような、国家責

任法自体に内在する理論上の限界にとどまるもの

ではない。そもそも汚染問題は、 「共有資源」の

ように一体性を認められた環境要素に関する継続

的管理の問題として認識されていたのである。

国際環境法がしばしば「国際協力の法」といわ

れるのも、 このような実践・理論の現状を反映し

ている。こうした点を強調する論者は、ストック

ホルム会議を契機として出現した国際環境法の焦

点は、条約により設立された制度枠組やソフトな

手続を通じた環境の継続的な規律にこそ見いだせ

るのであって、国家責任法や司法裁判プロセスと

いった国際法の伝統的制度は完全にこそ排除され

ないとしても、少な く ともその意義はかなり後退

していると考えているg'o つまり今日の国際環境

法秩序において、伝統的な法の枠組の機能は相当

に限定されたものであると理解されているのであ

る。

例えば Palmer は、環境保護はまさしく規律の

体系 Cr巴gulatory system）を要求するが、 国際

慣習法はそれへと転化することはないとし、伝統

的な「越境汚染の国際法J の限界を指摘するへ

また Brownlie も、国際慣習法は社会設計の手段

としては限界があり、環境保護においては新たな

制度・基準・地域体制が必要であると指摘するへ

このように国際環境法は、 一定の共通利益を基礎

とした制度としての法であると認識が示されてい

るわけである。このような議論は、 衡平利用とい

う指針に基づく行政的管理に焦点をあてた国際河

川分野での議論に基本的には連なる。そしてそれ

は、 国際環境法秩序の構造の独自性を語る視点を

もたらすものである。この「国際環境法」の構造

を分析していくにあたっては、 以下の「アプロ ー

チ」 ・ 「原則」という概念が手がかりとなる。
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第 2款 「アプロ ーチ approach」・「原則 principle」

国際環境法においては、しばしば「アプローチ」

という言葉が登場する。 予防原則に関する学説や

国際文書上の規定例をみても、「予防的アプロ ー

チ precautionary approach J という語が頻繁に

登場する。 しかし学説上、「ア プローチ 」 と 「原

則」は厳密に区別されてきたとはいい難し、。

も っともそう した区別を意識する論者がいな い

わけではない。 例えは· Hey は、 「原則」を「国際

環境政策の発展の指針と して採用された一般ルー

Jレ」とする一方、「アプローチ」を「環境問題の

考慮・対処の態様」として定義する l冊。

また両語の相違は、特に漁業分野において予防

原員ljの適用が語られる場合に問題とされて いる 。

すなわち、汚染分野でみ られるよ うな厳格な予防

原則の適用は、 漁業の経済的混乱と停滞を招くと

の懸念から、 漁業管理にはより柔軟な「アプロ ー

チ」が要求されるとの議論がみられる。こうした

観点から Macdonald は、 海洋汚染の文脈におい

ては特定の規制上の禁止措置を要求する予防「原

則J が、そして漁業管理の文脈においては経済的・

社会的考慮を許容する政策上の指針と しての予防

「アプロ ーチ」が発展してい ることを指摘してい

る 山。 だが国際文書における規定例などをみる と、

汚染問題に関しでも予防「アプローチ」という文

言はみいだすことができる 1020 

こうして「アプロ ー チ J . 「原則」の区別の基

準は一義的とは言い難いが、少な くともたしかな

ことは「アフ。ロ一チ」はそれ自（本国家の行®1を直

接的に拘束するような法規範としてはみなされて

はいないという

とは問題に対する接近方法を単純に意l味しており、

いわは匂法に外在的な概念で、ある。 しかしなが らそ

れが、関連国による規律 （立法 ・ 行政）の発展方

向に指針を与えるという意義を有するこ と も否定

できなし、。前述 したように、自然環境や利用利益

の動態性や複雑性を背景とする河川利用や汚染問

題に対しては、 国家行動の態様を厳格に指示する

ような一般ルールは発展せず、むし ろ利益衡量 と

いう問題への「ア プローチ」のもと、 具体的な規

律は各条約体制における諸国の合意と継続的管理

に委ねられるという秩序の構造が示されていた。

問機の問題を扱う国際環境法秩序も、形式的には

同じ纂本構造を有しているものと考えることがで

きるのであり、「アプローチ」という 言葉が語ら

れる意味もそこにある。

こうした「アプローチ」の内容は、各段境条約

体制において「原則」として実定化される可能性

をもっ。 「原則」も国際環境法においては重要な

概念であるが、 場合によっ てその意味は異なり 、

単なる政策目僚や本稿でいう「アプロ ー チ」の意

味で刷し、られることがある。こうした現状は 、

「国際競境法においては「原則」という 語が節度

なく不明確に用い られている」との懸念す ら生み

だしている i由。ただこのように「原則」 が重要視

されていることは、「環境保護j とい う国際的価

値を背景として提唱される一般的な指針が、法の

形成を方向つ．けているという国際潔境法秩序の特

質を反映している。 国際環境法学者が、 理念や原

則を謡うにすぎない「ストックホルム宣言J や

「 リオ宣言」 を重視するのも このためである。

それでは条約体制において「原則」はいかに機

能するのか。 Nollkaemper によれば、汚染条約体

制において「原則」には 3 つの機能が認められる

という。第 l に汚染の許容性に関して最低限の指

示を与えること 、 第 2 に特別ルールの基礎を構成

しそれを通じて自己の内容を実現すること、第 3

に特別ルールの解釈 ・ 適用のための背景を構成す

ること、の 3点である山。 多数国間条約体制は、

条約の基礎となる共通利益、 その実現の指針とな

る原則、そしてそれを具体化する準則（特別ルー

ル）から構成されていると考えることができるがlへ

上記の 3 つの機能はそう した構造に即して把握す

るこ とができる。こうした条約体制における機能

を通じて、「ア プローチ」は環境法規範の発展を

具体的に方向つ．けていくのである。

なお「ア プローチ」に関してはその正当性が問

題となる。 例えば防止原則をめぐる従来の議論に

おいては、まず一般国際法上の防止原則の確立が

前提とされ、各条約体制における事前防止の基準 ・

準則の設定はその具体化として把握された。 しか

し基本的に特定の規律の指針が条約体制の「原則」

として採用されるのは、その指針が一般的な法的

拘束力をもつからではなくて、 正当な「アプロー
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チ」として当事国が認めるためである。

以上のように、 「アプ ローチ」・「原則」と いう

鍵概念を手がかりに、 従前の国際、河川分野の学説

で示されていたような、国際環境法秩序の基本構

造を説明づける ことがで‘ きる のである。

だが国際様境法における「アプロ ーチ」や「原

則」の内容に着目 してみると、従来の国際河川分

野とは異質の内容の指針が発展しているのである。

つまり正当な「アプロ ーチ」 が異なる。この点を

次に検討 していこう。

第 3款事前防止アプロ ーチ

ス卜 y クホルム会議以降の学説の傾向に着目 し

てみ ると 、 国際河川分野の学説ではあまり強調さ

れなか っ た観点から、 国家責任法による対処の限

界が指摘されていることがわかる。それは環境損

害の発生の事前防止という観点であり、問題解決

への事前防止アプロ ーチが国際環境法の特質とし

て当初から指摘されてきた。

例えば Bleicher は、すでに発生したか或いは急

迫した法的損害の救済に焦点をおく 不法行為（国

家責任）理論とは対照的に、環境規制はやがて法

的損害をもたらすであろう活動や、重要な生態系

の連結性を破壊するであろ う活動を事前に防止・

修正することを目的としている、と述べている 1曲。

また Levin は、環境問題の要求に対応する行動を

促すには責任 ・ライアビリティーの原則はあまり

有益ではなく、事前防止のための諸規範が環境保

護に要求されているとする問。ま た環境損害に対

する国家責任に着目される場合であっても、環境

損害の事前防止の向上という機能が強調されるよ

う になっている 1曲。

このような国際規制の方向性は、ストックホル

ム会議を契機として頻繁に国際社会において表明

されている。「ストックホルム宣言」 自体も、例

えば第 7原則は海洋汚染の事前防止を規定し、第

15 原則、 第 18原則は、環境への悪影響の回避に

言及している。その後も例えば、 1975年のヨーロッ

パの安全と協力に関するへルシンキ会議において、

「環境への損害は、防止措置により最大限回避さ

れねばならない」ことが表明されl回、 1982 年の

UNEP （国連環境計画）ナイロビ宣言の特別セッ

シ ョンにおいても、 「環境損害の防止はすでに発

生した損害の困難かっコストのかかる回復よりも

のぞまししリとされた川。 また 1979 年のジュネ ー

フの世界気候会議でも、 気候への人間活動の影響

を予見し防止する必要性が認識された他、環境安

全保障などについて話 し 合っ た 1988 年の UNEP

などによる国際会議においても、生物多様性、温

暖化、オゾン層の破壊などの重大な問題に対して、

「現在の”react and correct”の姿勢は不適当であ

り、”foresee and prevent”の政策にとって代わら

れねばな らない」とされたのである川。

以上のように、その実定性はともかくとして、

国際環境法の基本原理が環境損害の発生の事前防

止にあることは広く認められている。そしてその

ような観点からも一般国際法による対処の限界が

認識され、 事前防止を目的とした規律の発展の必

要性が国際的にも表明されてきたのである。例え

ば「スト ック ホルム宣言」 第 24 原則は以下のよう

に語っている。

「環境の保護と改善に関する国際問題は、国の

大小を問わず、 平等の立場で、協調的な精神によ

り扱わなければならなし、。多国間取り決め、 二国

間取り決めその他の適当な方法による協力は、 す

べての国の主権と利益に十分な考慮、を払いながら、

すべての分野における活動から生ずる環境に対す

る悪影響を防止し、除去し、減少し、効果的に規

制するため不可欠である」

こうして ス 卜 y クホルム会議以後飛躍的に増大

した環境条約についても、 責任に関する法が機能

する内実を欠いていた状況において、 事前防止の

ための規律を設定してきた点に意義が見出される。

なかでも条約中の脚注において「本条約は損害に

関する国家のライアビリティ ーに関する Jレールを

含むものではない」と規定する 「ECE長距離越境

大気汚染条約」 (1979年）は、そうした条約の典

型としてしばしば言及される。つまりこれらの環

境条約においては、 事前防止が条約体制における

規律の指針となっているのである。

それではなぜ事前防止という指針が、正当な

「アプローチ」として広く認められるようにな っ

たのか。なぜ利益衡量アプロ ーチではないのか。

その背景には環境理念の変容があるものと考えら
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れる。つまり、国際環境法秩序の基礎にある「環

境保護」という国際的価値の性格が関わっている

ものと理解できるのである。

第 2節 「環境保護」という国際的価値

第 1 款環境理念の変遷 「生態系J としての環境

国際環境法とは端的に言えば「環境保護」を目

的とする国際法である。それでは「環境保護」と

は何か。 例えば「資源保全」と同義なのか、或い

はそれとはいかなる意味で異なるのか。この点は

基本的には環境倫理の問題であり、理念的な問題

である。

学説上この環境理念の問題が論じられる場合、

いくつかの軸が認められる。まず環境要素の保護

が基本的に人間の利益に基礎づけられているか否

かをメルクマールとした、「人間中心主義

anthropocen tricism」と「非人間中心主義 non

an thropocen tricism」とい う区別がある 112。例え

ば Gillespie は、前者に属するものとして、自己利

益、経済的根拠、宗教、美学、文化、 リクリエー

ション、そして将来世代の権利を恨拠とする保護

を挙げ、後者に属するものとして、動物の道徳的

考慮、生命の尊重、土地倫理に基づく保護を挙げ

ている。

また同様の軸に依拠しながら、やや異なる整理

をするのが Hohmann であり、「人間中心主義」

のほか、「環境中心主義 ecocentoricism」、「修正

された人間中心主義 reformed anthropocentric 

approach」を挙げる 11 3。 「環境中心主義」は植物

や動物にも法的権利があるとするという理念であ

り、 Stone の木の原告適格の議論がその典型であ

るが、 Hohmann はこうした理念、に対して否定的

であり、動植物を含めた環境それ自体の価値を恨

拠とした保護の理念、を認めつつも、そうした動植

物の保護は信託者 （trust巴eship）としての人間に

より務保されねばならないとする。 そうした観点

から彼が提唱するのが、「修正された人間中心主

義」という理念である。

なお Giilespi巴は国際環境法における支配的な理

念はあくまで「人間 ljJ 心主義」であるとし、

Hohmann はストソクホ ノレム会議を契機とし て

「人間中心主義」から「修正された人間中心主義」

への転換がなされたと理解している。

またとくに生物資源・自然保護に関連して、

「経済功利主義 economic utilitarianism」と「保

存主義 pres巴rvationist view」という区別がなさ

れることがある。 Handt によれば、「経済功利主

義」は経済開発への制約はあくまで将来的な経済

活動の持続の必要に根拠づけられるとする理念で

ある＂'o 一方「保存主義J は、環境それ自体の価

値に基づいて経済開発が制約されるとする理念で

ある。つまりそのメルクマールは、 これ らの生物

にもっぱら道具的価値をみるか、それともそれ自

体に内在する固有の価値をみるかにある 1九この

「経済功利主義」と「保存主義」 との区別は、前

にみた「人間中心主義」と「非人間中心主義」或

いは「修正された中心主義」との区別と相当に重

なり合うといえよう。

なお Hand！は、「持続可能な開発 Sustainable

DevelopmentJ の理念が 1992 年の国連環境開発

会議（以下リオ会議）で広く支持された要因をその

「経済功利主義」的性格に求めており、今日の国

際社会では「経済功利主義」が支配的と考えてい

るようである。

これらの議論をみると、「経済功利主義」 ・

「保存主義」のいずれが国際社会において支配的

であるかについては論者の理解は必ずしも一致し

ないが、今日ではいずれの理念も認められると考

えられている＂＂a つまり環境の道具的価値のみな

らず、それ自体に内在する「固有価値 intrinsic v 

alue」も誌！められるようになっている 117。もっと

もここで蝿境の「固有価値」といっても人類の利

益に対して必ずしも対抗的な価値を意味せず、入

額も含めたすべての自然の要素が連関する一体と

しての今態系に対する価値として理解するべきで

あろう i九

こ こではこうした価値に基づく理念を、「生態

系保存主義 ecosystem preservationism」と呼ぶ

ことにしよう。「生態系 ecosystem」や「生物閤

biosphere」の概念も、国際環境法の鍵概念、であ

る。例えは‘ Kiss は、独立した法分野として国際

環lfit去を語りうるのかという問題提起をしたうえ

で、環境訟を構成する諸ルールの聞を結合するも

のはそれらの目標、すなわち 「生物園」全体の保
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護という目標である とする。それゆえ国際環境法

は、「生物園の本質的な生態学的均衡を保護する

国際公法の諸ルール」から構成されると定義され

る： 19。また Schachter も、スト ックホルム人間環

境会議においては、総体としての「環境」、 すな

わち「生物園」の概念が表明され、「生態学的安

全保障 ecological security」という慨念が発展し

たと指摘している問。スト y クホルム会議の成果

を総括した McCormick の言葉を借りれば、「自然

保護や天然資源保全とい う限定的なものから、人

間による生物園の菅理失敗というもっと包括的な

視点へと思考が発展した」1 21 とい うのが、環境保

護に対する国際的関心の本質であったのである。

或いは『Oppenheim国際法』第9版の言葉を借り

れば、 「特定の国家の特別な経済利益に直接関係

しない環境一般に対する損害によって、より広範

な関心事が提起されたJ のである 1目。

国際社会における こうした環境観の転換や理念

の発展において、重要な役割を果たしたと考えら

れるのが、 1968年に UNESCO で開催された「生

物園資源の合理的利用と保全のための科学的な基

礎に関する政府間専門家会議（以下生物園会議）」

である。 同会議は生態圏管理の科学的側面に焦点

をあてた国際会議であり 、その多くが政府代表を

兼ねた科学専門家が 62 カ国から集まった。その第

一の目的は、 「生物圏の よ りよい理解を導く「生

態学的思考」の風土を醸成すること」間 にあり 、

「生物園」 ・ 「生態系J の視点に基づくスト y ク

ホルム会議の作業の基礎を、科学的な観点から提

供したのである。そしてこのような生態学的連関

の維持とい う環境要素を横断する視点がも た らさ

れることではじめて、 各環境分野を越えた国際環

境秩序の共通原則が語られ、体系化される基盤が

準備されたということができょう 。

こ う して国際環境法の基礎にある filli値に着目す

ることで、国際河川汚染をめぐる従前の国際法秩

序との異質性を語る ことができる。つまり国際河

川分野においては共有 「資源」の利用に視点が限

定されており、衡平利用原則は「各流域国に対 し

て最小限の害をも って最大限の水利用の利益をも

たらすこと」という「経済功利主義」の理念に基

礎つ‘けられていると理解できる。環境問題に関わ

る国際法規範で、その実定性が今日広く認められ

た数少ない法原則の 1 つである衡平利用原則が、

環境保護の観点からしばしば否定的な評価を与え

られるゆえんで・ある 124。 このよ う に基礎にある環

境理念の性絡が異なるため（「資源」としての価

値 ・ 「生態系」それ自体としての価値〉 、 正当な

「アプローチJ が変容し、条約体制における環境

規範の発展の方向も異なっていくのである。この

点について、次にさらに考察していこ う。

第2款環境理念と国際法秩序との関係

前述したように、従来国際河川分野においては

汚染問題は「資源」 利用の問題であった。その前

提として、汚染物質の排出行為は、河川の自然の

浄化能力である「環境容量」1お とい う「資源J の

利用行為として把握できる。「環境容量」は環境

への国家の排出行為を正当化してきた概念であり、

排出の「権利」を示唆する 1話。予防原則の起源と

なった海洋汚染分野においても、 当初はこの「環

境容量」に基礎つ、けられた規制アプローチを支持

する国家がみられ、海洋はいわは廃棄物処理の場

としての位置づけを与えられてきたのである 12\

こうした指針が正当な 「アプロ ーチ」として認め

られている背景では、資源の最大利用を志向する

「経済功利主義」の理念が作用してい る。

「経済功利主義」とは、 経済開発に対する制約

はあくまで環境の道具的価値の実現 ・ 確保に根拠

付けられるとする環境理念である。衡平利用原則

という利読衡量のアプローチが発達した国際河川

分野においては、 国家行動に対する制約は資源利

用に関する国家の利益に基礎づけられている。つ

まり「資源」に対する各国の権利を実現するため

に、相互に一定の制約が求められるのである 。 こ

のよ うな「権利」の実現のうえでの諸国の相互依

存性を表現したのが、「共有資源」 という概念に

ほかならない。

このように「経済功利主義」の理念のもとにお

いては、「資源」としての環境観とその利用に関

する国家の 「権利」を中核として秩序が構成され

る。そして「権利」が強調されることからもうか

がえるように、規律の方向としては国家に対する

制約は厳小限であるべきであるとの原理が強くは
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たらくといえよう 。

これに対して「生態系」の価値が承認されるこ

とは、国際法秩序の発展においていかなる意味を

有しているのであろうか。前にも述べたように、

「生態系保存主義」の理念と、衡平利用原則の基

礎にある「経済功利主義」 の理念は、経済活動に

対する制約が生態系それ自体の価値によって基礎

付けられるか、或いはその道具的価値によって基

礎付けられるか、という基準によって区別される。

しかしここで「保存」という理念が経済利用の完

全な排除を意味しないため、両理念の聞の境界は

必ずしも明確ではないのではないかという批判が

考えられる。だが少なくとも指摘できることは、

「生態系」という実体の有する性質が、国際法秩

序の発展方向に作用するという点である。

第 l に 「生態系J 概念は、 全体性 ・ 一体性を含

意する。例えば前述した 1968年の生物園会議にお

いても、「生物園は全体として発展し全体として

機能する」ことが示されていた。したがって「生

態系の保存」は、人工的な国境を越えた一体とし

ての自然環境を保護することを意味するのであり、

国際協力が不可避的に要求されることになる 。 こ

うして国際環境法の特質として、「生態系の一体

性などが認識され特定の環境要素が諸国のコモン

ズとして位置づけられることにより、各国の開発 ・

利用に関する 自由への制約が導かれる」という点

が指摘されたり 128、 「保護の対象たる環境が生態学

的な一体性を有している一方で、 行政はそれぞれ

の領域国家に分断されているというギャップを架

橋することに「国際環境法」の存在意義がある」、

などと論じられるのである l目。すなわち一体とし

ての「生態系」 ・「生物園」の認識は、 国際法の規

律構造に作用しているといえるだろう。通説的な

「越境汚染の国際法」や従前の国際河川法のi構造

が、基本的には対等な権利相互の調整 ・ 相対化を

その本質としていたのに対して、国際環境法にお

いてはそうした権利に対していわば外在的な環境

の国際的価値によって国家の義務が基礎つーけられ

るのである i泊。

第二に「生態系」概念、は、脆弱性を含意する。

生物園会議においても「生態系J に一定の適応性 ・

柔軟性があることは認められているものの、そう

した能力には限界があり、自然の微妙な均衡が不

可逆的に破壊される脆さを併せ持つことが認識さ

れている。この点は、生物種の絶滅の例を考える

と理解しやすし、。こうした脆弱性・不可逆性から、

環境への損害の発生自体を事前に防止することが

不可避的に要求されることになる。 つまりそうし

た損害の発生は、「発生すべき事態ではない」と

いうことである。 また国際司法裁判所も 1997年の

ガブチコボ ・ ナシュマロス ・ ダム事件において、

「環境への損害がしばしば回復不可能であり、ま

たこのタイプの損害の陪悩’の仕組に本来的に伴う

限界を考慮すると、環境保護の分野においては、

警戒 vigilance と事前防止が要求される」（パラ

140）ことを5忍めている印。

第三に「生態系」概念は、複雑性を含意する 。

そもそも エコロ ジーと いう発想は生態学という学

問に由来するが、 各生物種や環境要素間の相互作

用や有害物質の悪影響の厳密な科学的解明は至難

の作業であり、「生態系」に関する科学的知見の

限界ははやくから認識されていた。こうした「生

態系」の性質から、第一に科学的知見の発展が要

求され、モニタリングや科学的調査なとの面にお

ける国際協力手続が国際環境法の不可欠の要素と

なっている。またそうした知見の進歩に迅速に対

応した国際規制を可能とするため、「枠組条約＝

議定書」方式が広く採用されている。他方で第二

に、そうした科学的知見の発展をただ待つばかり

ではなく、科学的不確実性の残る段階から事前防

止行動をとるべきとする予防の原則が要求される

ようになっている。これは前述の「生態系」の脆

弱性も考慮されるためであり 、 予防原則の規定例

においても損害の「回復不可能性」に言及される

ことが一般的である。

このように、 その維持が国際的仙i値として承認

されるようになった「生態系」それ自体の性質か

ら 、 国際環境法規範の発展の方向性が説明される

のである。国際河川分野においては汚染はもっぱ

ら「資源」利用の問題として把握されたために

（「経済功利主義」）、衡平な配分というアプロ チ

が発展した。それに対して国際環境法においては、

汚染が 「生態系」の維持というよ り包括的な観点

において把握される結果、 事前防止や予防といっ
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た規制論理によるアプロ ー チが発展している。同

じく「汚染」という問題を対象としていても、そ

の基礎にある環境理念の転換により問題の性質理

解が変容するため、 問題へのアプロ ーチ、 すなわ

ち法の発展の方向性が異なってくるのである。

この点をさらに法構造の面で敷街すれば、「経

済功利主義」の理念、のもとにおいては、国家の義

務は「資源」利用の国家の「権利」それ自体を前

提とするのに対して、国際環境法においては「生

態系」といういわば外在的な国際的価値に国家の

義務が基礎づけられる点に特徴があり 、規範の内

容も生態系それ自体の性質から方向つ‘けられる 。

こうした特徴ゆえ、そこには国家行動に対する制

約がより強化される契機が含まれているといえる

が、それは同時に環境規範が国家主権と鋭い相克

関係に立つことも意味している。「ストッ ク ホル

ム宣言」第 21 原則は、そうした相克関係を端的に

表明したものであると理解できょう：320

第 3節小括

伝統的な一般国際法秩序の機能不全に直面しつ

つ形成されてきた国際環境法秩序の基本構造は、

各条約体制における規律に特徴づ‘けられる。これ

らの各条約体制を「国際競境法」という l つの法

分野として把握し うるのは、 「生態系」に対する

価値の承認に基礎づけられている点で共通するた

めである。こうして国際河川分野においては汚染

問題は「共有資源」の管理の問題であったのに対

して、 国際環境法においてはそれは「生態系J の

管理の問題として把握される。このようにその基

礎にある環境理念の性絡が異なるため、正当な

「アプロ ーチ」、 すなわち規律の指針の内容も異な

る。こうした「アプローチ」の内容は各条約体制

において実定化されることで「原則」 として機能

し、そうした条約実践を基盤として徐々に国際環

境法という法秩序が内実を備えていく ことにな る。

国際環境法の発展の特徴は、 こうした理念やア

プロ チの提唱に先行されて秩序形成が進展する

という点にある。「環境J の利益をはじめて謡っ

たスト y クホルム会議の意義は、 「生態系保存主

義」という新たな環境問J念を提唱し、「あるべき

法」の方向性を国際社会に示した点にある。その

意味で、「ス ト ック ホルム宣言」のような非拘束

文書は国際環境法秩序の発展の原動力となってい

るのである。

ただ以上のような国際環境法の基本構造は、そ

の脆弱性を表してもいる。第 l に、事前防止や予

防といった「アプロ ーテ」が、具体的な規律体制

においていかに実定化され具体化されるかは、結

局は関連固による交渉と政治的合意に委ねられて

いる。第 2 にこうした理念やアプローチが条約体

制において実定化され具体化されたとしても、違

反の帰結を規律する責任の二次ルールを欠けば、

法の内容の実現を担保することができな L、。この

点につき環境条約体制においては、 国家報告制度

や「不遵守手続J といったソフトな法制度の発展

をみることができるが、この点を根拠に環境義務

の法としての性格に対する疑念が提起される可能

性は否定できないi担。国家責任法によって潔境問

題に対処しようとする議論が依然として根強いの

もこのためであるといえよう印。しかしながら、

自然環境や関連利益の動態性・複雑性等を背景と

する汚染問題に関しては、継続的な交渉や審査が

可能な柔軟な規律の枠組が志向されてきたという

ことが現実なのである。それが国際環境法秩序の

現実であり、また限界でもある。

結論

予防原則の学説の多数説は、環境条約上の環境

損害防止義務を、トレイル原則の延長上にある防

止原則としてとらえ、さらに予防原則も連続的に

理解している。その典型的な議論が、「危険の重

大性が大きなものであれば、それだけ活動と損害

との問の因果関係の証明の負担は軽減される」と

い ったものである。しかしこうした議論は、伝統

的な一般国際法秩序による潔境問題への対処をい

わば1!!＼批判的に理解の前提としたもので、そうし

た伝統的法秩序の機能不全に直面するなかで形成

されてきた国際澱境法秩序の特質に着目する視点

を欠いている。

｜刻家の経済的利用の「権利」に外在的な「生態

系」の維持を目的と した環境条約体制においては、

本来そうした「権利J 聞の調整において機能した
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損害の「重大性」の基準が適用される必然性はな

く、 実際環境条約の防止義務の規定は「重大性J

の要件には言及しないのが一般的である。また予

防原則の規定において一般的にみられる損害の

「回復不可能性」という文言は、「重大性」の基準

の厳絡化を意味するというよりは、むしろ「生態

系J としての潔境の特性に基つ‘いた事前防止アプ

ローチの正当性の根拠を示したものとして理解す

るべきであろう 。 したがって上のような典型的議

論は不正確であるといわざるをえないのである。

予防原則の国際慣習法化を主張する論者が依拠

する「リオ宣言」第 15 原則は、文言を読めばわか

るように、それ自体で国家行動を制約するような

一般法規範を表明するものではなく、予防が正当

な「アプローチJ であることを詣っているのであ

る。この「予防アプロ ーチ」は、 各条約体制にお

いて実定化されることで、はじめて「原則」とし

て具体的な規律原理の機能を果たす問。 つまり

「予防アプローチ」は、 条約体制において規律の

指針として機能することで環境法規範の発展を方

向づけていく点に意義がある。このように、 一般

国際法上の規範とされるト レイル原則と 、 環境条

約体制の規律の指針である予防原則とを連続的に

理解することは適切ではないのである。

最後に今後の課題として、同 じく「 リ オ宣言」

で表明された「持続可能な開発」の理念について

言及しておきたい。「リオ宣言」を採択した 1992

年のリオ会議においては、「国際環境法J から

「持続可能な開発分野の国際法」への再構成の必

要性が表明されたわけだが136、それでは「環境保

護」と「持続可能な開発」の理念がいかに異なる

のかという点は依然、明確ではない。ただ少なくと

も確かなことは、同理念の提唱を契機として、 国

際環境法の存立基盤の脆弱性という問題が学説上

一層注目されるところ とな っているということで

ある。しか し予防原則の国際慣習法化を主張する

論者は、「リオ宣言J 第 15 原則の意義を強調する

一方で、同じ「リ オ宣言」が同理念を表明 したこ

ととの関連性についてはほとんど議論していな い

のである。

この「持続可能な開発」の理念については、

「環境」の利益と 「開発」の利益とを l つの概念の

もとに統合したものであるといわれることがあ

る問。だが 「環境」と「開発」の本来的な相克関

係に鑑みると、こうした理解に基つーく限り同理念

が提唱されたことの積極的意味を見いだすことは

困難である。むしろ本稿の検討をふまえると以下

のような 2 つの理解が考えられる。

第 l の理解は、「持続可能な開発」の理念を「経

済功利主義J の理念として把握するというもので

あるぺ つまり同理念は「開発」の利益の実現を

基本的に志向しており、「環境」への配慮はあく

まで二次的なものにとどまるとする理解である 。

リオ会議の代表的な批判者である Pallemaerts が

国際環境法の衰退を論じたのも、そこに「経済功

利主義」への回帰の傾向をみていたためであっ

たへこうした立場からすると、「リオ宣言」第 15

原則で明文化された各国の能力の考慮や費用対効

果の要件は、「開発」の利益を反映する要素であ

るとしてネヵーティフに理解され、そこに国際環境

法の脆弱性が見いだされることになるかもしれな

い。そこでの法秩序は、資源利用の国家の権利と

利益衡量に特徴づけられることになるだろう 。

第 2 に考えられるのは、社会的・経済的利益が

その達成手段のレベルでは考慮されるものの、同

理念自体は基本的に「生態系保存主義」 の理念、で

あるとする理解である 140。つまり、「環境保護」に

一定の社会的公正の要素が加味された理念として

把握するわけである。 そもそも本稿で示してきた

「経済功利主義J ／ 「生態系保存主義」、或いは

「資源保全」 ／ 「環境保護」という二分法は、「環

境」と 「開発」の相克関係に専ら焦点をあてて議

論してきた西欧先進国に由来した考え方であり、

こうした枠組では同理念が提唱された意義を正確

に把握しきれない可能性がある。なぜなら同理念

は、そうした相克関係のみならず、両者に一定の

依存関係が認められることも明確に強調するもの

だからである 14 1。こうした視点が、 主に発展途上

国の利益を考慮したものであることはいうまでも

ないだろう。その意味では、リオ会議の成果は従

来の西欧中心主義的な国際環境法観の再考と脱却

を迫るものであるといえるかもしれない。そして

本稿が示 してきたような国際環境法秩序の構造か

らすると、第 15 原則で明文化された先のような要
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素は、むしろ「予防アプローチ」の正当性を向上

させるものと評価されうるのである 1420

いずれの理解が適切であるかについては今後の

研究課題となろう。ただここで少なくとも指摘で

きるのは、境i寛理念、はそれを通して問題を見るい

わば眼鏡のようなものであって、それが変質すれ

ば問題へのアプローチの正当性も影響されるとい

うことである。 Caldwell の言葉を借りれば、「 L 、

かに（自然）世界を把握するかは、環境に関する

人間行動の傾向や正当化に関する意見に影響しう

る」のである l九「持続可能な開発」の理念、の提唱

に「経済功利主義」への回帰をみるにせよ、社会

的公正の要素が明確に加味された「環境保護」の

理念の提唱をみるにせよ、それは国際環境法とい

う法分野に重大なインパク卜を与えるものであり、

この点を視野に入れることなしに今日の国際環境

法秩序の発展傾向を把握することはできない。国

際環境法学者にとって、環境理念への眼差しが必

要とされる一つの大きな理由はここにある。

I {91J えば国際司法裁判所で扱われた事件では、 1995 年核実験事件において原告ニュ ー ジ ー ランドが、また 1997年ガ

フチコボ・ナシュマロス事件においては原告ハン力リーが予防原則に言及した。

2 D. Bodansky, American Society of International Law Proceedings, 1991, p.413. G. Hand ! ,'’ Environmental 

Security and Global Change: The Challenge to International Law ’' , in W. Lang, et. al., eds., Environm巴ntal

Protection and Internation且l Law, 1991, p.78. Birnie and Boyle, International Law and Environment, 1992, 

p.98 

3 そうした見解として、 P Sands, The Principles of International Environm巴ntal Law,, 1995. J. Cam巴ron and 

J.Abouchar ,” The Status of Precautionary Principle in International Law ”, in D.Freestone and E. Hey 

eds, The Precautionary Principle and International Law ,1996. f自に伊j え／;f D.Freestone and E. Hey, 

‘Impl ementing and Precautionary Principle:Challenges and Opportunities' in D.Freestone and E. Hey eds, 

op.cit. H.Hohmann, Precautionary Legal Duties and Principle of Modern International Law: The 

Precautionary Principle: International Environmental Law betw巴en Exploitation and Protection, 1994. 

O.Mclntyre and T.Mosedale,'The Precautionary Principle as a Norm of Customary International 

Law',Journal of Environmental Law, 1997, vol.9, no.2, 221-241 

' D.Freeston巴 and E. Hey, op.cit. 249-268 

5 Handl は、環境への潜在的な影響を及ぼす人間活動は制約に服するべきだとの社会的期待が現れつつあることを

認めながらも、予防原則の厳密な法的・政治的含意はいまだ唆昧なままであり、「現状では予防原則は国際法の用

語（term of art）ではない」と指摘する。 Handl はこのような l凌l球さがもたらされる理由のーっとして、自然生

態系の維持それ自体に対する価値の認識に基づいた「保存主義者（preservationist）」の関心が、予防行動の要求の

根底において強く作用している可能性に言及する。ここで Handl は、あくまで人間の経済的利用の長期的確保の観

点、から環境への配慮を求める「経済功利主義 （economic utilitarianism）」の理念に予防行動の要求が由来する可

能性も示しつつ、こ うした経済志向の経済功利主義のみならず環境志向の保存主義という理念が予防の要求の根底

に混在していることを示唆する。 G. Handt, op.cit.p.78. これらの環境理念の問題は後に詳述する。

6 たしかに予防原則に関する学説ではこのような議論を他にみいだすことはできないが、こうした問題意識は決し

て例外的なものではなし、。むしろ近年の「持続可能な開発 sustainable development」の理念の提唱を契機として、

この「環境保護」という価値の問題は、学説上も一層注目されるところとなっている。 この点の詳しい検討は本論

文の射程外であるが、 結論部において今後の課題として言及する。

' L Gi.indling，”Th巴 Status in International Law of the Principles of Precautionary Action ’', International 

Journal of Estuarine and Coastal Law, 1990, 23-30. 

8 例えば、予防が求められる危険の基準や、採用すべき予防措置なとに関しては、国際文書の規定例 も一様ではな

い。 D Bodansky, op . cit. なお今日では、予防の対象となる危険の基準に関しては、「回復不可能な、或いは深刻

serious な損害のおそれ」とする「リオ宣言」第 15 原則で採用された定式化が一般的になりつつある。また予防原

則は BAT基準の採用など特定の措置と関連付けられて論じられることがあるが、向原則は具体的な予防措置の内

容を特定するものではない、との理解が一般的である。この予防措置の問題に関 しても、 「リオ宣言」第 15 原則の
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定式化を反映して 「費用対効果の高い措置」とされる こ とが多く な ってい る。

9 なお以下では 4つの分類を示すが、 こ こ での分類は予防原則に関してとのような理解のあり方があるのかを大別

したものであっ て、 各カテゴ リーにおいて論者の重復はあることは留意さ れたい。

10 防止原則は、 「ロンドン海洋投棄条約」（1972年）第 2条や「地中海汚染防止条約」 (1976 年）第 4 条 l 項など、

とりわけ 70 年代以降、多くの環境条約において実定規則化されている。

II ここ でいう危険の基準の緩和とは、 要求される科学的証明や予見可能性の粍度が低下する こ とで、ある特定の行

為が、 回避すべき「危険」を創出する行為としてより容易に評価されるようになる、という こ とである。

ロ L Giindling, op. cit.p26 f 

13 G. Handl,op. cit. n.2.,p.77. P.Birnie and A.Boyle.op. cit .. p.97. D. Freestone ,” The Precautionary Principle", 

in International Law and Global Climate Change, 1991,p.33. 37. A.Nollkaemper ,” Th e Precautionary 

Principle in International Environmental Law :‘ What ’s New under the Sun ?’', Marine Pollution Bulletin 

(1991,22/3) ,pp.107-110. 

" L Giindling, op. cit.,p.26[ 

" J.Cameron and J.Abouchar, op. ciι 

"Cむneron ら は、実効的な環境保護のために予防原則を国際慣習法と位置付けることの利点を指摘してい る。 ib

id., pp.32 36 また Hohmann は、 防止と予防の区別は実践上困難であるとして、プラグマティ y クな立場から こ の

問題の理論的分析を放棄してい る。 Hohmann,op.cit., p335.

17 P.Johnston and M. Simmonds., "Precautionary principle", Marine Pollution Bulletin , vol.21, 1990,402. 

18 例えば北海の海洋投棄汚染を規制するオスロ条約の条約委員会が 1989 年に採択した決定においては、 「北海にお

ける産業廃棄物の投棄は 1989 年 12 月 31 日までに、また条約のその他の海域については 1995 年 1 2 月 31 日までに、

停止さ れる。 ただ し 自然起源の不活性物質 (inert material s） 、 及び産業廃棄物のうち陸上での代替手段がなく、

ま た海洋環境に無害であることが、 事前証明手続（Prior Justification Procedure; PJP）により（オス ロ ）委員

会に示すこ とができるものは除く」ことが規定され、 産業廃棄物の役棄に限定されるものの事前の無害証明手続を

正式に採用した。 OSCOM Decision 89/ 1。 その他、「有害廃棄物の国境をこえる移動及びその処分の規制に関する

パーセ‘ル条約」 (1989 年）第 6条が要求する、有害廃棄物の輸出に際 しての輸入国による事前合意の手続きゃ、 1 982

年に国際捕鯨委員会で可決された商業捕鯨モラ トリ アム、 1989 年に国連総会で決議された公海における大規模流

し網漁業のモ ラ ト リ アム等が、 活動国に立証責任を転換した予防の事例として挙げられることがある。

19 para.105 

20 24 International Law Reports, 1 957,p.130. なお近年では、環境影響評価等の事前手続の履行と結びつけて有

害活動の着手を違法と し 、 そこに差し止め請求の可能性を指摘する議論もみられる。 兼原敦子「環境保護における

国家の権利と責任」国際法学会編『開発と環境』、 200 1 年、 46-53 . 1974 年の絞実験事件において議論となった事前

の差止請求の問題について、新たな法理の可能性を示すものとして注目に値するが、 この点は今後の実践を待つほ

かない。

21 P.Birnie and A.Boyle, op. cit .. p.98. G.Handl,op. cit. n.2.,p.78. 

22 兼原敦子 「地球環境保護における損害予防の法理」国際法外交雑誌、 1994 年、 pp. 160-202 

四 従来の環境条約体制における国際協力の枠組は、防止原則の求める 「相当の注意」義務を科学的知見に応じて客

観化することに特徴づけ られる もの と理解さ れてお り、 国家賃任法の適用をあくまで前提としている という点で区

別されている。 そもそも環境分野では国家責任法の適用の意義は乏 しいとする議論は多いが、ここでは地球環境条

約体制は 「本来的に」その適用を前提としていない ものと把握されてい るのであって、そ う した従来の議論とは異

なる。

＂ こうした議論にしたがえば、環境義務たる一次ルールとその違反の帰結に｜認する二次ルールからなる法の体系性

が、地球環境条約体制においては妥当 しないことになる。 この点につ き、 予防基準の違反に対して 「予防の法益」

の実現を担保する制度として、「不遵守手続 non compliance procedure」に焦点があて られている。 この手続はオ

ゾ ン層保護条約体制においてはじめて採用さ れ、実践上・ 学説上も今日広が り をみせている。 この手続の特色は、

伝統的な国家責任法のように損害の救済に目的があるのではなく、締約国の行為を矯正し条約目標の実現を図るこ

とを目的とする点にある。 したがって具体的な矯正手段として、技術 ・財政援助とい っ た遵守を促進する措置 も予

定されている。

25 なお兼原は、そうした地球環境条約体制を離れても、より一般的には事前協議・通報 ・ 環境影響評価といった事

前手続を通じて科学的不確実性への対処（予防基準の設定）がすすんでお り 、 問機の予防の法理が発展しつつある
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ことも指摘してはし 、 る。 兼！京敦子、 前f局者、 n . 20、 p.46f

笥 J Cameron and J. Abouchar,'The Precautionary Principle', 14/1 Boston College International and 

Comparative Law Review, 1991, 1-27 p.37. D. M. Dzidsornu, 'Four Principles in Marine Environmental 

Protection A Comparative Analysis', 29 Ocean D巴velopment and International Law, 1998, 91 123, p.100 

D. Freestone, 'The Road from Rio: International Environmental Law a ft巴r th巴 Earth Summit'.6/2 Journal 

of Environmental Law, 1994, 1 93・2 1 8,p.2 11. 0. McIntyre and T. Mosedale, 'The Precautionary Principle as 

a Norm of Customary International Law', 9/2 Journal of Environmental Law, 1997, 221-241, p.22lf 

27 つ まり環境容量は科学的に数量化しうるものであり、特定の活動に分配され利用されうるという ことを前提とす

るのである。 V. Pravdic , ” Envir onmenta l Capacity Is a New Scientific Concept Acc巴ptable as a Strategy 

to Combat Marine Pollution?", Marine Pollution Bulletin, vol.16, no.7, 1985,, p. 295 

28 より具体的には、予防原則のもとではより無害な生産プロセス・ 産品の利用可能性が追求されるとか、利用可能

な最善の技術 Best Available Technology (BAT） や clean technology の利用によって環境負荷を発生源でi最小

｜線化する ことが要求される 、とい っ た備摘がなされている 。 EHey, 'The Precautionary Concept in 

Environmental Policy and Law :Institutionalizing Caution', 4 the Georgetown International Environmental 

Law Review, 1992, 303-318.p.311.A.Epiney, op.cit., p.94 

” も っ とも彼らの議論においては、五者嶋容ff± アプローチはあくまで防止原則の具体化として把握されているようで

もある。 例えば、防止原則のもとで 「汚染防止義務が発生するのは、科学的にE確定された環境容量の基準 threshold
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